
           ＩＩＳＳＳＳＮＮ  １１３３４４３３－－９９９９２２８８  

 

 

 

 

 

大大学学情情報報シシスステテムム環環境境研研究究 
 

                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国国公公立立大大学学情情報報シシスステテムム研研究究会会 
 

      

 

2026年 9月　VOL.29



目目            次次  

  

  

巻巻頭頭言言  

世界トップ大学と伍するための情報化を目指せ 

徐 浩源 --- 

 

実実践践論論文文  

小規模個別導入が可能なIEEE 802.1X対応自律型無線LANシステムの構築 

相羽 俊生, 榮 慶丈, 古屋 保, 下園 幸一, 佐藤 豊彦, 升屋 正人 --- 

 

実実践践論論文文  

ベストエフォート型光回線における実効速度観測とその評価 

安本 太一, 福井 真二 --- 

 

活活動動報報告告  

北陸ブロック活動報告 

本郷 研太 --- 

 

東海地区における活動について 

 堀川 慎一 --- 

  

近畿ブロック活動報告 

三島 和宏 --- 

 

九州ブロック活動報告 

和田 智仁 --- 

 

 

事事務務局局だだよよりり  

2025年度IS研活動報告 

1.総会        -------------------------------------------------------- 

2.各ブロック活動    ------------------------------------------------------ 

『総会開催』および『論文募集』について  ---------------------------------------- 

論論文文誌誌「「大大学学情情報報シシスステテムム環環境境研研究究」」ににつついいてて  

編集委員会規則       -------------------------------------------------------- 

発行要領             -------------------------------------------------------- 

査読要領             -------------------------------------------------------- 

論文誌「大学情報システム環境研究」執筆要領  ------------------------------------ 

国国公公立立大大学学情情報報シシスステテムム研研究究会会  会会則則    -------------------------------------------  

編編集集後後記記                            --------------------------------------------------------  

会会員員所所属属機機関関一一覧覧            --------------------------------------------------------  

3

4

17

29

36

41

45

47
48
52

53
53
54
55

59

63

64



 

巻頭言 

 

 

世界トップ大学と伍するための情報化を目指せ 

Aiming for informatization to compete with the world's top universities 

 

会長 徐 浩源（Haoyuan Xu）  
横浜国立大学先端科学高等研究院 教授 

 

AI 技術が驚異的なスピードで進化し、世界の大学・研究機関が「AI for Science」や生成

AI を軸にパラダイムシフトを遂げる中、日本の大学が世界トップレベルと伍していく上での

情報化に関する諸課題の私見を共有させて頂ければと考えています。 

 

・・先先端端 AAII 研研究究・・教教育育をを支支ええるる「「計計算算資資源源・・デデーータタ基基盤盤」」のの圧圧倒倒的的なな不不足足  

世界トップレベルの大学や巨大テック企業が、大規模の GPU クラスターや大規模言語モデ

ルの独自開発・運用をベースに研究を加速させているのに対し、日本の多くの大学（特に国

公立大学を含む）では、財政的制約から HPC 環境や GPU 資源を学内に整備できていません。

また、日本語特有の文脈や学術データを安全に処理するためのローカル・セキュアな AI 基盤

やデータガバナンスの仕組みも十分に構築されておらず、これが国際的な研究競争から遅れ

を取った要因と考えられます。 

 

・・「「守守りりのの IITT」」とと「「攻攻めめのの AAII 活活用用」」のの深深刻刻ななリリソソーースス錯錯綜綜  

日本の大学の情報部署は、これまでネットワークの高速化、クラウド移行、ペーパーレス

化、各種事務手続きのデジタル化といった「守りの基盤整備」に追われてきました。急激な

AI の進化に合わせた教育カリキュラムの刷新や、先端的な AI 研究環境への「攻めの投資」

へリソースを大胆にシフトできないジレンマに直面しています。 

 

・・教教育育・・評評価価（（アアセセススメメンントト））ののパパララダダイイムムシシフフトトへへのの遅遅れれ  

学生による生成 AI の利用が日常化する中、従来の「知識の記憶や定着」を測るレポート

課題や一律の試験を中心とした学修評価は、その妥当性が揺らいでいます。「AI と人間が

いかに協働して思考を深めるか」を前提としたプロセス評価や、新しい学修デザインへの移

行スピード、例えば、AI との対話プロセスや思考の軌跡、口頭試問、演習成果物を多角的に評
価できる LMS（学習管理システム）機能の高度化への整備を急ぐ必要性があります。 
 

・・部部局局のの縦縦割割りり構構造造とと戦戦略略的的ガガババナナンンススのの弱弱ささ  

日本の大学組織は依然として縦割りが強く、全学的なデジタル戦略を一元的に推進するリ

ーダーシップやガバナンスが働きにくい構造にあります。大学全体で共有すべき情報基盤の

標準化や、データ利活用のエコシステム構築、組織としての総合力の発揮が望まれます。 

 

世界トップレベルの大学と肩を並べるためには、「計算・データ基盤の増強」「守りから

攻めへのリソース再配分」「教育・評価モデルの刷新」、そして「全学横断のガバナンス確

立」といった情報化の諸課題に関する私見としてご参考になれば幸いです。ぜひ今後の１年

間 IS 研の皆様のご挑戦と取り組みの成果を次回に披露されることを心待ちしています。 
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小規模個別導入が可能な IEEE 802.1X対応自律型無線LANシステムの構築
Design and Implementation of an IEEE 802.1X-Compliant Autonomous

Wireless LAN System for Small-Scale Individual Deployment

相羽　俊生∗，榮　慶丈∗，古屋　保∗，下園　幸一∗，佐藤　豊彦∗，升屋　正人∗,†

Shunsei AIBA∗, Yoshitake SAKAE∗, Tamotsu FURUYA∗, Koichi SHIMOZONO∗,
Toyohiko SATO∗, Masato MASUYA∗,†

鹿児島大学∗

Kagoshima University∗
東京農工大学†

Tokyo University of Agriculture and Technology†

集中管理型で実現されることが多い IEEE 802.1X対応の無線LANシステムは，主に費用の観
点から逐次的なアクセスポイントの追加が困難である．自律型のアクセスポイントで IEEE
802.1X認証を利用するには，全学認証基盤と直接的な連携を要するためセキュリティ上のリ
スクが大きいほか，アクセスポイントの追加の度に全学システムの設定変更が必要になる．
また，全学システムの更新に際して追加したアクセスポイントを考慮する必要もあるため，
運用管理と更新の費用と工数が増大する．これらの課題を解決するため，全学認証基盤とは
疎結合となる認証基盤を構築し，研究室や部局の単位で安価な IEEE 802.1X認証対応アクセ
スポイントを柔軟に追加導入して運用できる無線 LANシステムを実現した．
キーワード：IEEE 802.1X，無線 LAN，認証基盤，疎結合，ネットワーク運用管理

IEEE 802.1X-compliant wireless LAN systems are often implemented using a centralized manage-
ment model; however, incremental addition of access points (APs) is frequently hindered by high
implementation costs. While utilizing autonomous APs can be a cost-effective alternative, direct
integration with the campus-wide authentication infrastructure introduces significant security risks
and necessitates configuration changes in the core system for every AP expansion. Furthermore,
these dependencies increase operational and maintenance overhead during system-wide updates.
To address these challenges, we have developed an authentication infrastructure that is loosely
coupled with the campus-wide system. This architecture enables the flexible and cost-effective
deployment of IEEE 802.1X-compliant APs at the laboratory or departmental level, ensuring effi-
cient network management and scalability.
Keywords : IEEE 802.1X, wireless LAN, authentication infrastructure, loose coupling, network
operations and management

∗情報基盤統括センター
〒 890-0065 鹿児島市郡元 1–21–35
Center for Management of Information Technologies
1–21–35, Korimoto, Kagoshima 890-0065
E-mail: {aiba, sakae, furuya, simozono, toyo}
@cc.kagoshima-u.ac.jp

†総合情報メディアセンター
〒 184-8588 東京都小金井市中町 2–24–16
Information Media Center
2–24–16, Naka-cho, Koganei-shi, Tokyo 184-8588
E-mail: masatom@go.tuat.ac.jp

1. はじめに
ノート PC，スマートフォン，タブレットな

どのモバイルデバイスのインターネット接続に
用いられる無線 LANは，学生と教職員の双方
にとって，大学における学習，研究，業務，な
らびに，日常のコミュニケーションを行う上で
欠かせない．モバイルデバイスのインターネッ
ト接続は携帯電話回線経由でも可能であるが，
動画を視聴するなど大容量の通信を行うと多額
の費用がかかってしまう．また，建物内部や地
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下など，基地局との位置関係によっては通信が
できず携帯電話回線を利用できない．これらの
ことから，学生と教職員の日常的な利用に資す
るため，多くの大学で教室，講堂，研究室，事
務室，図書館，カフェテリアなどキャンパスの
様々な場所に無線 LANが整備されている．
鹿児島大学の情報通信基盤の運用管理を担う
情報基盤統括センター（2022年に学術情報基盤
センターから改組，以下，センター）では，2004
年より全学的な無線 LANシステムの整備を推
進してきた．当初は臨時的経費等を用いて安価
な無線 LANブリッジを順次導入し，Web認証
機能を備えた情報コンセントを介してキャンパ
ス情報ネットワークに接続する形態をとってい
た．その後，2015年のキャンパス情報ネット
ワークの更新に際し，2台のCisco 5508 Wireless
LAN Controllerと 353台のCisco Aironet 2702e
からなる集中管理型の無線 LANシステムを導
入した．これにより既存設備を刷新するとと
もに，学内の全教室へのアクセスポイント設置
を完了した1)．同システムでは，Web認証用と
MACアドレス登録用の 2系統の SSIDによる
サービスに加え，キャリアWi-Fiの重畳提供を
行っていた2)．2021年にはクラウド集中管理型
の無線LANシステム（Cisco Meraki）へと更新
し，現在は認証方式を IEEE 802.1X認証に一本
化した運用を継続している．
認証方式を IEEE 802.1X認証にすることによ
り，Web認証に際して毎回必要であった IDと
パスワードの入力が初回のみで済むようになり
利用者の利便性が大きく向上した．また，IEEE
802.1X認証の実現にあたり，SSIDを “eduroam”
として eduroam JP3)に準拠した接続方法のみを
提供した．これにより，学内者，学外者とも同
じ方法で接続できるようになり，学内者は設定
を変えずに学外の eduroamにも接続できるよ
うになった．運用管理を行うセンターにとっ
ても，WPAパスフレーズの変更やその周知に
関わる業務が不要となったほか，すべての無線
パケットが利用者 IDと紐付けられ利用者が明
確になることでセキュリティインシデント発生
時の対応が容易かつ確実なものとなった．
こうした利便性の向上に伴い，無線 LANは

ますます鹿児島大学における日常の活動に欠
かせないものとなった．これに伴い，大教室に
おける接続状況改善のため，整備されていない

学生研究室や教員研究室で利用するため，体育
館で利用するためなど，さまざまな場所へのア
クセスポイントの追加設置を求められるように
なってきている．
ところが，集中管理型の既存無線 LANシス
テムにアクセスポイントを追加するには，1台
あたり設置工事も含めれば数十万円以上，場合
によっては 100万円近くの費用が必要となる．
これでは，研究室単位や部局単位で必要な費用
を確保するのは難しい．また，予算を確保でき
てアクセスポイントを追加設置できたとして
も，システム更新時に追加分の更新の予算確保
ができなければ，システム更新に伴って再び無
線 LANが使えなくなってしまう．
このため，従来のアクセスポイントの追加設

置は，無線LANブリッジによる方法または無線
LANルータによる方法のいずれかにより，研究
室や部局ごとに行うしかなかった．これらは，
集中管理型の無線 LANシステムの全学的整備
以前から行われてきた方法である．しかし，無
線 LANブリッジによる方法は接続デバイスの
MACアドレス登録が必要であり利便性は高い
とは言えない．また，無線 LANルータによる
方法は接続デバイスの管理が行き届かずセキュ
リティ上のリスクとなってしまう．さらに，い
ずれの方法もパスフレーズの部外者への流出に
留意する必要があり，セキュリティ，利便性と
も IEEE 802.1X認証には及ばない．
一方，IEEE 802.1X認証に対応したアクセス
ポイントを，RADIUSサーバに個々に接続す
ることができれば，アクセスポイントの費用の
みでセキュリティと利便性を両立したシステム
の実現が可能となる．ところがこの方法を鹿児
島大学で採る場合，全学認証基盤の一部である
RADIUSサーバに対する直接アクセスを一般の
ユーザに許可する必要がある．ユーザに悪意は
なくても，不正アクセス等によりユーザ機器が
侵害されると全学認証基盤が直接サイバー攻撃
にさらされることになってしまうためセキュリ
ティ上のリスクが大きい．また，アクセスポイ
ントの追加ごとに必要となる設定変更や，認証
基盤の更新時に個々のアクセスポイントに対す
る設定を維持する必要が生じるなど，運用管理
と更新に際して多大な費用と工数が発生する．
そこでわれわれは，セキュリティと利便性を

両立できる IEEE 802.1X認証に対応したアク
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セスポイントを，全学認証基盤のセキュリティ
を確保しつつ費用と工数をかけずに逐次追加で
きる無線LANシステムを構築することにした．
この方法は，必要最小限の情報のやり取りのみ
を行う疎結合の仕組みを用いることで，最大の
問題となる全学認証基盤のセキュリティ上のリ
スクを低減するものである．

2. 鹿児島大学における従来のアク
セスポイントの追加設置方法

集中管理型無線 LANシステムへのアクセス
ポイントの追加は，多額の費用がかかることか
ら難しい．しかし，無線 LANを利用できる場
所を拡大したいという学内からの要求はとどま
らない．このため，鹿児島大学におけるアクセ
スポイントの追加設置は，無線 LANブリッジ
による方法と無線 LANルータによる方法の 2
つにより，研究室や部局の単位で行われてきた．
いずれの方法も特定の条件下では有効であるも
のの，IEEE 802.1X認証に対応することはでき
ない．不特定多数が利用する場所への設置に際
しては，集中管理型無線 LANシステムに比べ
セキュリティと利便性の双方が十分ではない．

2.1 無線 LANブリッジによる方法

これまで鹿児島大学では，独自にアクセスポ
イントを設置する場合，無線 LANブリッジに
よる方法を推奨してきた．この方法では，無線
LANブリッジに無線接続するモバイルデバイ
スのMACアドレスを事前に登録することを求
めている．MACアドレス未登録の機器はキャ
ンパス情報ネットワークに接続できず，セキュ
リティインシデント発生時には利用者の特定
が可能であることから，セキュリティが高い方
法である．この接続デバイスの事前登録による
方法は，以前は有効に機能して広く用いられて
きた．
ところが現在，iPhone，iPadやAndroidスマー
トフォンなどのモバイルデバイスでは，MAC
アドレスのランダム化が標準となっている．こ
のようなデバイスでは，接続に際してランダム
化を解除する設定変更を行わなければならな
い．しかしこれを行うと，学外での無線 LAN

接続に際して，ランダム化本来の目的である匿
名性の確保ができないことになってしまう．利
用する場所に応じてランダム化の設定を変更す
るには手間がかかり，著しく利便性が低下する．
また，利用者がMACアドレスのランダム化を
知らずにランダムMACアドレスを申請し，接
続時に別のMACアドレスに自動的に変更され
て接続ができないというトラブルも発生してい
る．ランダム化されたMACアドレスは 16進数
表記で 2桁目が 2,6,A,Eのいずれかであるため
申請時に受け付けない処理も可能であるが，申
請の差し戻しやその理由の説明，さらには，解
除方法の説明に時間を取られてしまっている．

MACアドレスのランダム化が行われていな
かった頃とは異なり，今では無線 LANブリッ
ジによる方法は，セキュリティも利便性も低い
方法になってしまった．一方で，計測機器や業
務専用のタブレットなど特定のデバイスのみを
接続して利用するのであれば，一度の登録で済
むことから現在も有効な方法である．

2.2 無線 LANルータによる方法

家庭用の無線 LANルータは数千円で購入で
きる．鹿児島大学において，こうした無線LAN
ルータをキャンパス情報ネットワークに接続す
るには，無線LANルータのWAN側のMACア
ドレスを事前に登録すればよい4)．原則として，
「学内限定ネット」への登録のみを認めている．
無線LANルータをキャンパス情報ネットワー
クに接続できれば LAN側に接続するモバイル
デバイスについては事前の登録の必要がなく，
MACアドレスのランダム化を考慮する必要も
ない．このように利用者にとっては費用もかか
らず利便性が高い．しかし，配下に接続するモ
バイルデバイスの把握は無線 LANルータの設
置者にしか行うことができない．設置者のスキ
ルが十分でない場合も多く，接続したモバイル
デバイスの常時把握を求めても，その徹底は難
しい．また，設置者による SSIDとパスフレー
ズの管理についても，必ずしも適切に行われる
とは限らない．このため，組織としての管理が
できずセキュリティ上のリスクが大きくなり，
シャドウ IT化する懸念がある．実際に，マル
ウェア感染の可能性が生じるなどセキュリティ
インシデントの発生時にモバイルデバイスを特
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定できないことが度々発生しているほか，過去
には容易に解読できてしまうパスフレーズが設
定されたこともあった．
そこで，大学としてモバイルデバイスを特定
可能とするため，学内にのみアクセスでき，学
外と通信するにはVPN接続を必須とする，「学
内限定ネット」を設け，無線 LANルータを設
置する場合のキャンパス情報ネットワーク接続
方法として推奨している4)．しかし，無線接続
したモバイルデバイスをインターネットに接続
するには，さらに VPN接続を行う手順が必要
である．この仕組みがわかりにくいことや，利
用者にとって操作が煩雑であることから，広く
普及するには至っておらず，その利用は一部に
留まる．
なお，「学内限定ネット」の導入前に設置され
た無線 LANルータや，教育研究上必要がある
として「学内限定ネット」以外に登録された無
線 LANルータも学内には存在している．これ
らは費用がかからず，かつ，利用者にとって利
便性が高いが，大学にとってはシャドウ ITと
なっており，インシデント発生時のデバイスの
特定が困難であるなどセキュリティ上のリスク
が極めて大きい．機会を捉えて「学内限定ネッ
ト」への移行を進めている．

3. 本研究のシステムにおけるアク
セスポイントの追加設置方法

学内の研究室や部局からアクセスポイントの
追加設置要望があった場合，まずはセンターが
最適な設置方法を検討し助言するコンサルティ
ングを行う．協議の結果，本システムのアクセ
スポイントの設置が最善となった場合は，部局
等が機器を選定・購入してセンターが提供する
情報に基づいて設定を行い，センターがエッジ
スイッチのポートを設定する．その後，部局等
が必要に応じて配線工事，電源工事，設置工事
を行ってアクセスポイントを設置し，学内の任
意の場所で IEEE 802.1X認証による無線接続
を実現する．設置までの流れは以下の通りで
ある．

1. コンサルティング（センター）
2. アクセスポイントの選定・購入（部局等）
3. アクセスポイントの設定（部局等）

4. エッジスイッチの設定（センター）
5. アクセスポイントの設置（部局等）

3.1 コンサルティング

センターにアクセスポイントの追加設置につ
いて相談があった場合には，詳細な聞き取りを
行い，最適な方法を提案するコンサルティング
を実施する．
不特定多数ではなく特定のデバイスのみを接

続する利用形態の場合は，具体的な利用シーン
の詳細を確認した上で，従来からの方法である
無線 LANブリッジによる方法 (第 2.1節)を提
案している．研究や業務で用いる機器や，接続
デバイスが限定されている学外施設等の組織
の場合には，現在でもこの方法が適しているこ
とが多い．また，教員研究室内などごく少数の
教職員のみが利用する場合など教育研究上の必
要性を部局が認めた上で無線 LANルータによ
る方法 (第 2.2節)において「学内限定ネット」
以外に登録する際には，SSIDとパスフレーズ
の適切な管理について留意することを要請して
いる．
一方，不特定多数が利用する場所や学生研究

室へのアクセスポイントの設置方法として最善
なのは，既存の集中管理型無線 LANシステム
へのアクセスポイントの追加である．研究室や
部局でその費用を負担できる場合には，保守費
用も含めて費用を拠出してもらいアクセスポイ
ントを追加設置することを推奨している．この
とき，キャンパス情報ネットワーク更新に際し
て費用が確保されるとは限らないことと，必要
な場合は改めて部局等に費用負担を求めること
について承知いただいている．また，部局等で
追加設置の費用負担ができない場合，次善の策
として部局等内で利用頻度が低い場所に設置さ
れているアクセスポイントの移設を提案してい
る．この方法であれば移設に必要な工事費用を
部局等が負担するだけで希望する箇所で IEEE
802.1X認証による無線LANを利用できるよう
になる．ただし，移設元においては利用できな
くなってしまうため部局内での合意形成が難し
い場合もある．
集中管理型無線 LANシステムへのアクセス
ポイントの追加やアクセスポイントの移設の
費用を確保できない場合には，無線 LANルー
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表 1本システムで利用するアクセスポイント (指定機器：BUFFALO WAPM-1266R/WAPS-1266)に
必要な設定情報について，設定や変更が必要な項目と内容のみを示す．その他の無線チャンネルに
関する設定等は設置場所の条件に応じて設定する．

設定項目 設定内容
LAN設定 > IPアドレス a.b.c.d

（サブネットマスク，ゲートウェイ，DNSサーバも設定）
LAN設定 > VLAN設定 : LAN#1，#2 VLANモード : Hybrid，VLAN ID : A
LAN設定 > VLAN設定 : 管理 VLAN A
ネットワーク設定 > RADIUS設定 サーバ名 : w.x.y.z
ネットワーク設定 > RADIUS設定 Shared Secret : <secret>
無線設定 > SSID設定 : SSID openx
無線設定 > SSID設定 : VLAN ID VLANモード : Untagged Port，VLAN ID : B
無線設定 > SSID設定 : 無線の認証 WPA2 Enterprise
a.b.c.d : アクセスポイントの管理用 IPアドレス
A :ネットワーク機器管理用 VLANの VLAN ID（IPアドレス a.b.c.dが含まれる VLAN）
w.x.y.z : 本システムの RADIUSサーバの IPアドレス
B :無線 LAN利用者用 VLANの VLAN ID
<secret> : RADIUSシークレット

タによる方法 (第 2.2節)で「学内限定ネット」
に接続するか，本システムの方法によりアクセ
スポイントを追加するかを部局等が選択するこ
とになる．これまでは利便性が低い無線 LAN
ルータによる方法しかなかったが，本システム
によりセキュリティと利便性を両立したアクセ
スポイントの追加設置方法を提案できるように
なった．

3.2 アクセスポイントの選定・購入

本システムによるアクセスポイントの追加
設置を行う場合，センターが指定する機器の中
から部局等が機器を選定し購入する．本システ
ムで用いることができるアクセスポイントは，
RADIUSサーバに接続して IEEE 802.1X認証
を実現できる無線 LANブリッジであればメー
カーや製品を問わない．しかし現在のところ，
多数の機器の動作検証を行う時間が無いため，
入手が容易で問題なく動作することを確認でき
た機器のみを指定機器としている，2026年 2月
現在，指定機器はBUFFALO WAPM-1266R（電
源込み 5～6万円）またはWAPS-1266（電源込
み 3～4万円）である．部局等が機器を購入し，
故障した場合は部局負担で修理もしくは交換す
ることになる．
また，現在のところ，導入初期費用を極小化
するための経過措置として，センターによるリ

サイクル機器（2021年のキャンパス情報ネッ
トワークの更新に際して撤去したCisco Aironet
2702e）の無償提供も行っている．リサイクル機
器が故障した場合は予備機と無償交換すること
になる．ただし，リサイクル機器は古い機器で
あるため保証は無く，そのファームウェアにつ
いても将来の脆弱性が解消されない可能性があ
る．本システムでの利用形態においてセキュリ
ティ上の問題が無いことを確認できているが，
継続的な脆弱性モニタリングを行っており，回
避不能な脆弱性が発見された際には直ちに運用
を停止し，部局負担により指定機器への更新を
義務付けることとしている．

3.3 アクセスポイントの設定

アクセスポイントの設定は部局等が行う．た
だしルール及びマニュアルが整備されるまでの
間，リサイクル機器についてはセンターが設定
を行って提供することとし，指定機器について
もセンターが設定を代行している．
指定機器（BUFFALO WAPM-1266R/WAPS-

1266）の設定に必要な情報を表 1に示す．リ
サイクル機器（Cisco Aironet 2702e）でも表 1
と同等の項目について同様に設定することで，
本システムのアクセスポイントとして利用でき
る．本システムのアクセスポイントとして利用
するために必要な情報は，アクセスポイントの
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管理用 IPアドレス，管理用VLAN ID，SSID，
利用者用 VLAN ID，RADIUSサーバの IPア
ドレス，そして，RADIUSサーバにアクセスす
る際のパスワードに相当する RADIUSシーク
レットである．SSIDについては，eduroam JPに
は準拠せず学内者のみ接続を認めることから，
“eduroam”とは異なる “openx”を採用した．ま
た，RADIUSサーバの IPアドレスと RADIUS
シークレットを部局に伝えることでセキュリ
ティ上のリスクが高まる懸念があるが，本シス
テムの RADIUSサーバ側でアクセスポイント
ごとに IPアドレスと RADIUSシークレットを
設定することでセキュリティを確保することに
した．
本システムでは，導入費用を低減するため追
加設置するアクセスポイントとして集中管理機
能を持たない自律型を用いることにしている．
しかし，集中管理機能を利用できないわけでは
ない．BUFFALO社製品には簡易な管理機能が
あるため，台数が多くなればその活用も可能で
ある．また，自律型としてのみ動作させる場合
も，システムログ (syslog)をログサーバに送る
よう設定することで集中的な管理を実現するこ
ともできる．

3.4 エッジスイッチの設定

本システムのアクセスポイントの設置に際し
ては，アクセスポイントの設定に加えてエッジ
スイッチの設定が必要になる．エッジスイッチ
のアクセスポイント接続ポートに対して，ネッ
トワーク機器管理用VLANと無線LAN利用者
用 VLANをセンターが設定する．
ネットワーク機器管理用VLANは，RADIUS
サーバへのアクセスが許可されたネットワー
ク機器用の VLANである．学内外からのアク
セスは認められていない．無線 LAN利用者用
VLANは，集中管理型の無線 LANシステムと
共通のものを用いることにした．鹿児島大学
では 3つのキャンパスを複数のエリアに分割
し，それぞれにネットワーク機器管理用VLAN
と無線 LAN利用者用 VLANを割り当ててい
る．それぞれの VLANはサブネットマスクが
255.255.224.0(/19)のネットワークとなってお
り，8,190台の機器を収容できる．すべてのエッ
ジスイッチにネットワーク機器管理用VLANと

無線 LAN利用者用 VLANが設定済みのため，
本システムのアクセスポイントの設置に際して
キャンパス情報ネットワークへの VLANの追
加や変更の必要はない．
エッジスイッチは APRESIA Systems社製の

L2スイッチである．エッジスイッチにログイ
ン後，enableコマンドで特権実行モードに移
行し，conf tコマンドでグローバルコンフィ
グレーションモードに移行した後，以下のコマ
ンドを実行して VLANを設定してポートを有
効化し，write memoryコマンドで設定を保存
しておく．� �

# int port1/0/P
# switchport mode trunk
# switchport trunk allowed vlan A,B
# switchport trunk native vlan A
# no shutdown
# end

� �
ここで，P，A，Bはそれぞれ以下の値を設定する．� �

P:アクセスポイント接続ポートのポート番号
A:ネットワーク機器管理用VLANのVLAN ID
B:無線 LAN利用者用 VLANの VLAN ID

� �
エッジスイッチの設定はセンターが行うが，

上述の手順に従えば実施できる定型的な作業で
あり，高度な専門知識は必要なく，業務負荷は
小さい．キャンパス情報ネットワークの大規模
な構成変更を伴わないため，外部の業者に委託
したとしても費用は安価に抑えられると考えて
いる．

3.5 アクセスポイントの設置

アクセスポイントとエッジスイッチの設定を
行った後に，部局が LANケーブル配線と電源
ケーブル配線を行ってアクセスポイントを設置
する．
指定機器（BUFFALO WAPM-1266R/WAPS-

1266）とリサイクル機器（Cisco Aironet 2702e）
はいずれも Power over Ethernet（PoE）で給電
を行う機器である．鹿児島大学で利用してい
る APRESIA Systems社製のエッジスイッチは
PoEに対応していないため，設置にあたっては
PoEインジェクタ，もしくは，ACアダプタが
必要になる．PoEインジェクタを用いる場合は
エッジスイッチ付近に電源が，ACアダプタを
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用いる場合には設置場所付近に利用できる電源
コンセントがあればよい．いずれも無い場合は
電源工事が必要となるほか，エッジスイッチか
ら設置場所までの LAN配線がない場合はその
工事も必要となる．これら工事費用が生じる場
合は部局等の負担となる．

4. 全学認証基盤システムとは疎結
合となるRADIUSサーバの構築

IEEE 802.1X認証に対応したアクセスポイン
トを追加設置するためには，RADIUSサーバが
必要である．鹿児島大学においては，全学認証
基盤システムの一部として RADIUSサーバが
導入されて稼働しており，集中管理型無線LAN
システムが参照する RADIUSサーバとしても
動作している．ところが，アクセスポイントを
個別に追加設置する場合に，個々に全学認証基
盤システムの RADIUSサーバと連携すること
にすると，セキュリティ上のリスクと，設定や
更新に必要な費用と工数が増加するという問題
がある．

1. セキュリティ上のリスク

機密性リスク：アクセスポイントは利用
者に近い位置に設置されるため，物理的
な攻撃やスニッフィングによりRADIUS
サーバの設定情報を抜き取られる可能性
を否定できない．また，アクセスポイン
トが不正アクセスにより乗っ取られた場
合，設定情報が流出するほか，RADIUS
サーバがアクセスポイントからの直接的
な攻撃にさらされることになる．

可用性リスク：IDやパスワードの流出に
至らなくても，サービス妨害攻撃により全
学認証基盤システムのRADIUSサーバが
停止することになれば，鹿児島大学の情報
システム全体が機能不全に陥りかねない．
さらに，新たにアクセスポイントを登録
する場合，設定ファイル等に記述を追加
してソフトウェアを再起動する操作が必
要となる．しかし，誤って設定してしま
うと大学全体に影響が波及する．誤った
設定以外にも，アクセスポイント故障の
影響が全学認証基盤システムのRADIUS

サーバに及ぶことでシステム全体がダウ
ンしてしまうリスクもある．

2. 設定や更新に必要な費用や工数の増大

設定の費用と工数：RADIUSサーバにア
クスポイントを登録する設定変更作業を
保守業者に依頼する場合には，その都度，
作業費が必要となる．登録したアクセス
ポイントを削除する場合も同様である．
また，全学認証基盤システム全体やその
一部であるRADIUSサーバの更新に際し
て RADIUSサーバの IPアドレスが変更
になった場合など，すべてのアクセスポ
イントの設定変更が必要になることもあ
る．アクセスポイントが多く追加設置さ
れている場合には，RADIUSサーバ更新
後の再登録のために必要な情報も多くな
り，時間と手間がかかってしまう．

更新の費用と制限：追加設置されたアク
セスポイントを前提として更新を検討せ
ざるを得なくなるため，更新システムの
費用が増大する可能性があるほか，その
検討に際して制限が生じる場合がある．
特に，性能や機能を拡張しようとした場
合に，設計上の制約が生じ，拡張性が阻
害される恐れがある．

本システムでは，これらの問題を解消し，全
学認証基盤システムのセキュリティを確保する
と同時に，費用と工数の増大を引き起こさず全
学システムと本システムの拡張性を確保するた
め，アクセスポイントと全学認証基盤が直接接
続しない，疎結合の仕組みを用いることにした．
ここで，「疎結合」とは，全学認証基盤システ
ムの RADIUSサーバの設定や保守管理のスケ
ジュールに依存せず，本システム側の判断でア
クセスポイントの追加・削除や RADIUSサー
バ設定の変更が可能であることを指す．全学認
証基盤システムとの認証情報の共有という論理
的依存関係は維持しつつ，システム運用面での
相互干渉を遮断することで，全学認証基盤シス
テムの可用性を損なうことなく，研究室や部局
単位での柔軟なアクセスポイントの追加設置を
実現することができる．
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4.1 疎結合を実現する仕組み

本システムでは全学認証基盤システムの一部
である RADIUSサーバを使わず，独自に RA-
DIUSサーバを設ける．ただし，全学システム
と同じ IDとパスワードを利用できるようにす
るためには全学認証基盤システムと本システ
ムのRADIUSサーバを連携させる必要がある．
その際，全学認証基盤システムのRADIUSサー
バと連携してその代理サーバ（Proxy）として
構築したのでは，セキュリティ上のリスクは低
減されず，拡張性の問題も解消されない．そこ
で本システムのRADIUSサーバを，PC教室シ
ステムのディレクトリサービスを担っている
Active Directory（AD）サーバと連携させるこ
とにした．
本システムの RADIUSサーバが ADサーバ
と連携する際の権限は，PC教室に設置の PC
と同様のドメイン参加権限に限定されている．
Winbindを用いてMS-CHAPv2プロトコルによ
り認証の可否のみをADサーバに問い合わせる
仕組みであるため，仮に本システムのRADIUS
サーバが侵害されても，ADサーバの管理者権
限や他のユーザーの認証情報そのものが直接奪
取されるリスクはほとんどない．そのリスクは
物理的な PC教室の PCが侵害された場合と同
等に抑えられている．

4.2 RADIUSサーバの構築

ADサーバの認証情報を用いるRADIUSサー
バの構築にあたっては，Samba5)とFreeRADIUS6)

を組み合わせて用いる．OSとしてAlmaLinux
97)を用いることとし，HP ProLiant MicroServer
Gen8（Pentium G2020T 2.50 GHz，4 GBメモ
リ）に x86_64版を minimumインストールし
た後に，以下のコマンドを用いて必要最小限の
パッケージのみをインストールした．� �

$ sudo dnf install samba-winbind \
samba-winbind-clients freeradius \
freeradius-utils wpa_supplicant

� �
アクセスポイントの追加設置台数次第であ
るが，数十台程度までであれば本システムの
RADIUSサーバへの負荷は大きくはないため，
最新の CPUでなくても十分なパフォーマンス

を確保できる．ただし，安定して稼働する必
要があるため，本システムでは PCや小型コン
ピュータではなくサーバ専用機を用いることに
した．これまでのところ，本システムで用いた
サーバ機で性能の不足は生じていない．

4.3 ADドメインへの参加

ADサーバと連携するにはADドメインに参
加する必要がある．それには，まず，Sambaの設
定ファイル/etc/samba/smb.confの [global]

セクションを以下のように記述する．� �
[global]
WORKGROUP = <OUR_WORKGROUP>
realm = <OUR_REALM>
security = ads
ntlm auth = mschapv2-and-ntlmv2-only

� �
ここで，<OUR_WORKGROUP>は実際のドメインの
NetBIOS名，<OUR_REALM>は実際のドメインの
FQDNである．
次に，以下のコマンドでADドメインに参加

する．� �
$ sudo net ads join --no-dns-upgrades \
-U <admin_user>

� �
ここで，<admin_user>には，ドメイン参加可能
なアカウントを指定する．このコマンドを実行
すると，<admin_user>のパスワードを入力する
プロンプトが表示されるので入力する．この操
作は，PC教室の PC1台をADドメインに参加
させる操作と同等である．

ADドメインに参加できたら，IDに対するパ
スワードが正しいかを確認する役割，つまり，
認証を行う機能を持つwinbindを以下のコマン
ドで起動する．� �

$ sudo systemctl start winbind
� �

Winbindが正しく起動できているかどうかは
sudo wbinfo -tで確認できる．ここまでの手
順で ADドメインに参加して IDとパスワード
を用いた認証ができるようになったので，以下
のコマンドでADサーバ上の情報を用いて認証
が正常に行われることを確認しておく．
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� �
$ ntlm_auth --request-nt-key \
--username=<userid>

� �
ここで，<userid>は全学認証基盤システムに登
録されているユーザ IDである．コマンドを実
行するとパスワードを入力するプロンプトが表
示されるのでユーザ IDに対応したパスワード
を入力して，正しく認証が行われることを確認
できる．
ここまでの手順で，AlmaLinuxサーバをAD

ドメインに参加させることができた．次にRA-
DIUSサーバとして動作させるために FreeRA-
DIUSの設定を行う．

4.4 FreeRADIUSの設定

標準の設定のままでは本システムで用いる
RADIUSサーバとして機能しないため，以下の
4.4.1～4.4.5の設定を行う．

4.4.1 認証ログの記録のための設定

/etc/raddb/radiusd.conf� �
auth = yes

� �
標準では認証の記録が残らないため上記の
通り設定する．RADIUSポートを変更する場
合もこのファイルで設定することになるが，本
システムでは学内外からアクセスできない管
理ネットワーク内で通信が行われることから，
標準ポートであるUDP1812番を変更しないで
用いることにした．管理ネットワークに侵入さ
れた場合，パケットキャプチャにより容易に知
られてしまうので変更してもリスクを軽減でき
ない．

4.4.2 認証要求を受け付けるための設定

アクセスポイントからの認証要求を受け付け
るため clients.confを以下の通り設定する．

/etc/raddb/clients.conf� �
client <apname> {
ipaddr = a.b.c.d/e
secret = <secret>
virtual_server = auth-wireless

}
� �

ここで，<apname>は任意のアクセスポイン
ト名，a.b.c.d/eはアクセス元となるアクセス
ポイントの管理用 IPアドレスとネットマスク，
<secret>はそのアクセスポイントとの接続に
使用する RADIUSシークレットである．アク
セスポイント単位に記述を追加することで，第
3.3節で述べたようにRADIUSサーバのセキュ
リティを確保できる．また，複数のアクセスポ
イントを一括導入する場合など，個別の設定で
なくてもセキュリティ上のリスクが大きくな
らない場合，アクセスポイントの管理用 IPア
ドレスのネットワークを a.b.c.d/eに設定し
RADIUSシークレットを共通のものに設定し
ても問題はない．

4.4.3 レルムの処理

IEEE 802.1X認証に際して指定する IDに含
まれる@の右側の文字列であるレルムについて
処理を行うため以下の通り設定する．

/etc/raddb/proxy.conf� �
realm "~^(.+\.)?kadai\.jp$" {
authhost = LOCAL
accthost = LOCAL

}
� �
このように記述することで，レルムの末尾が

“kadai.jp”となるユーザ IDについて自サーバで
認証を行う設定となる．つまり，ユーザ IDと
して，ID@kadai.jpを指定した場合，@の左側
の文字列である IDを ADサーバに照会するこ
とになる．
鹿児島大学では，集中型管理型無線 LANシ
ステムを eduroam JPに準拠して運用している．
SSIDが “eduroam”の無線ネットワークに接続
する際のレルムを “@kadai.jp”としている4)た
め，SSIDが “openx”である本システムの無線
ネットワークに接続する際のユーザ IDについ
ても SSIDが “eduroam”の無線ネットワーク接
続時と同一のものを利用可能として，利用者が
混乱しないようにした．

4.4.4 IEEE 802.1X認証対応

IEEE 802.1X認証に対応するため，以下の通
り設定する．
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/etc/raddb/sites-available/auth-wireless� �
server auth-wireless {
authorize {
eap

}
authenticate {
eap

}
}

� �
この設定を有効にするためにスーパーユーザ
権限で以下のコマンドを実行する．� �

# cd /etc/raddb/sites-enabled
# ln -s ../sites-available/auth-wireless .

� �
また，PEAP-MSCHAPv2を有効化するため，
サーバ証明書を作成し/etc/raddb/certs配下
に置いた上で，以下の設定を行う．

/etc/raddb/mods-enabled/eap� �
default_eap_type = peap
private_key_file = <private_key_file>
certificate_file = <private_key_file>
private_key_password = <key_password>
ca_file = ${ca_dir}/nii-odca4g7rsa.cer

� �
ここで，<private_key_file>は，サーバ証明書
と秘密鍵を catコマンドで連結したファイルの
パス名（ディレクトリ名＋ファイル名）である．
秘密鍵生成時のパスワードを<key_password>

に設定する．本システムではNIIのUPKI電子
証明書発行サービス8)を利用してサーバ証明書
を作成したので，ca_file変数には NIIの CA
証明書（nii-odca4g7rsa.cer）を指定した．
また，認証をMS-CHAPv2プロトコルでAD

サーバに行わせるため，以下の通りファイルを
記述する．

/etc/raddb/mods-enabled/mschap� �
use_mppe = yes
require_encryption = yes
require_strong = yes
ntlm_auth = \\
"/usr/bin/ntlm_auth --allow-mschapv2"

� �

4.4.5 その他の設定

AlmaLinux 9をOSとして用いる場合，以上
の手順で FreeRADIUSを導入すればその他の
ファイルは標準のままでよく変更の必要は無い．
ただし，Sambaとの連携に際して FreeRADIUS

が権限不足で winbindd_privilegedソケット
にアクセスできず正しく動作しないため，以
下のコマンドを実行してグループの所有者を
radiusdに変更しアクセス権を与えておく．� �

$ sudo chgrp radiusd \
/var/lib/samba/winbindd_privileged

� �
さらに，ホスト外からの RADIUSサーバに
対するアクセスを許可するため，以下のコマン
ドを用いてファイアウォールの設定を行い，設
定を反映しておく．� �

$ sudo firewall-cmd --permanent \
--add-port=1812/udp

$ sudo firewall-cmd --reload
� �

4.5 FreeRADIUSの起動

以上で本システムの RADIUSサーバとして
動作させるための設定は完了となる．以下の
コマンドでRADIUSサーバを常駐する設定と，
RADIUSサーバの起動を行う．� �

$ sudo systemctl enable radiusd
$ sudo systemctl start radiusd

� �

4.5.1 認証のテスト

認証をテストするには，eapol_testコマン
ドを以下の通り実行すればよい．� �

$ eapol_test -a <radius_ipaddress> \
-c test.conf -s <secret>

� �
ここで，<radius_ipaddress>は本システムの
RADIUSサーバの IPアドレス，<secret>はア
クセス元ごとに指定されたRADIUSシークレッ
トである．テストを行う機器の IPアドレスま
たはネットワークについても RADIUS シーク
レットと合わせ，clients.conf ファイル中に設
定が必要となる．コマンド実行時に指定する
test.confファイルは以下のように記述する．
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test.conf� �
network={
ssid="openx"
key_mgmt=WPA-EAP
eap=PEAP
identity="<userid>"
password="<password>"
phase2="auth=MSCHAPV2"

}
� �
ここで，<userid>はユーザ ID，<password>は
ユーザ IDに対応するパスワードである．ユー
ザ IDを ID@kadai.jpとしてテストすることで
SSIDが “openx”の無線ネットワークに接続し
た場合の認証の成否を確認できる．

5. 本システムのアクセスポイント
の設置状況と利用状況

本システムは 2022年 7月より構築及び検証
を開始し，2023年 12月に本稼働して，部局等で
のアクセスポイントの追加設置を進めてきた．
これを受け本稿では，2026年 2月 27日現在の
アクセスポイントの設置状況と，2025年 12月
1日から 2025年 12月 21日までの 3週間にわた
る利用状況をエリア別に調査した結果を示す．
調査対象は，鹿児島大学におけるネットワー
クの管理単位である 8エリアのうち，本システ
ムの方法によりアクセスポイントを追加設置し
た 3エリアとした．具体的には，理学部を含む
エリアを「エリア A」，農学部を含むエリアを
「エリア B」，大学病院を含むエリアを「エリア
C」とする．その他のエリアには本システムの
アクセスポイントは設置されていない．なお，
セキュリティ上の理由から詳細は割愛するが，
エリアと部局は必ずしも 1対 1の対応とはなっ
ていない．
なお，検証用にセンターに設置しているアク
セスポイントについては，一般利用者へのサー
ビス提供を目的としておらず，設置台数も随時
変更されるため，本集計の対象からは除外して
いる．

5.1 アクセスポイントの設置状況

本システムの方法で追加されたアクセスポイ
ントのエリア別，機種別の台数を表 2に示す．

表 2 本システムの方法で追加設置されたアク
セスポイントの設置エリア，設置部局と台数
（2026年 2月 27日現在）

エリア 設置部局 機種 台数
A 理学部 Cisco Aironet 2702e 2
B 農学部 Cisco Aironet 2702e 4
C 大学病院 Cisco Aironet 2702e 11

BUFFALO WAPM-1266R計 0
BUFFALO WAPS-1266計 0

Cisco Aironet 2702e計 17
総計 17

図 1は，本システムの方法により農学部に
追加設置されたリサイクル機器（Cisco Aironet
2702e）である．壁面に取付金具を用いて設置
している．電源はPoEインジェクタによりエッ
ジスイッチ付近の電源コンセントから供給して
いるため，配線は LANケーブルのみとなって
いる．

図 1 本システムの方法で追加設置されたアク
セスポイントの例 (エリア B・農学部)

部局等に対しては選択肢として指定機器とリ
サイクル機器の双方を提案している．しかしな
がら，これまで指定機器を研究室や部局が導入
した例は無い．リサイクル機器には動作保証が
無いものの，部局等は無償で導入できる．この
無償という点が，指定機器ではなくリサイクル
機器のみが選択されている主な要因であると考
えられる．
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実際の稼働状況に注目すると，本システムの
アクセスポイントとして設置した 17台のリサ
イクル機器（Cisco Aironet 2702e）は，いずれ
も 2015年から 6年間常時稼働していた機器で
ある．十分な数の故障代替のための機器も用意
しているが，本システムのアクセスポイントと
して設置して以降，一度も故障や不具合は報告
されていない．この安定した稼働実績が評価さ
れ，大学病院において当初 1台のみであった設
置数が順次拡大し，現在の 11台に至ったもの
と推察される．
さらに運用面においては，本システムで提供
するのは，集中型無線LANシステムで提供して
いる “eduroam”とは異なる “openx”によるサー
ビスである．にもかかわらず，利用者からの問
い合わせがセンターに寄せられたことはなく，
設置時の設定作業以外の業務負荷は生じていな
い．これは，接続方法を “eduroam”と共通化し
たことで，利用者にとっての利便性が確保され
ているためと推測される．

5.2 アクセスポイントの利用状況

アクセスポイントごとの利用状況は，本シス
テムの RADIUSサーバの認証ログから確認で
きる．2025年 12月 1日（月）から 2025年 12
月 21日（日）の 3週間（21日間）について，認
証に成功したMACアドレスの数をエリア別に
集計し，アクセスポイント 1台あたりの平均を
求めた．また，集中管理型無線 LANシステム
についても，全学認証基盤に含まれるRADIUS
サーバの認証ログを用いて同様の方法で集計を
行い，エリア別にアクセスポイント 1台あたり
の平均接続デバイス数を求めた．これらの結果
を表 3に示す．

表 3 本システムの方法で追加設置されたアク
セスポイントと集中管理型無線 LANシステム
のアクセスポイントの，エリア別 1台あたり日
平均接続デバイス数（2025年 12月 1日～2025
年 12月 21日）

エリア 本システム 全学システム 比率
A 1.8 58.7 3.1%
B 6.3 26.1 24.1%
C 9.4 28.3 33.2%

本システムの方法で追加設置したアクセスポ
イントの 1日あたりの平均接続デバイス数は，
集中管理型無線 LANシステムのアクセスポイ
ントに比べて小さい．これは，集中管理型無線
LANシステムのアクセスポイントを，授業を
開講する教室など多くの利用が想定される場所
に設置している1)ことを考えれば自明である．
それぞれの設置部局に確認したところ，「エ

リアA」に設置したアクセスポイント 2台は少
数の教職員が利用する場所，「エリアB」に設置
したアクセスポイント 4台は学生実習の場所，
そして，「エリアC」に設置したアクセスポイン
ト 11台は医療職員が利用する場所であるとの
ことであった．いずれも多数の学生や教職員が
利用する場所ではないが，教育，研究，そして，
業務運営を行う上で，それぞれの部局において
無線 LANが必要と判断された場所である．利
用は多くは無いがゼロではなく，確実に利用さ
れている．
また，限られた少数の教職員のみが利用する

ことを想定して設置された「エリアA」以外の，
「エリア B」と「エリア C」に注目すると，本
システムのアクセスポイントの接続デバイス数
は全学の集中管理型無線 LANシステムのアク
セスポイントの 4分の 1（24.1%）から 3分の
1（33.2%）である．リサイクル機器であれば無
償，指定機器の場合も集中管理型無線 LANシ
ステムの 10分の 1程度以下の費用で設置でき
ることを考えれば，本システムの費用対効果は
十分に高い．
以上のことから本システムの方法は，利用者

は少なくてもその場所で不特定の学生や教職員
による無線 LANの利用が想定される場所にお
いて，費用と工数をかけずにアクセスポイント
を設置できる有効な手段であると言える．

6. まとめ
鹿児島大学ではこれまで，セキュリティと

利便性を両立できる IEEE 802.1X認証は集中
管理型無線 LANシステムでのみ実現されてい
た．しかし，集中管理型無線 LANシステムに
アクセスポイントを追加するには多額の費用
がかかる．このため，アクセスポイントの追加
設置は，セキュリティや利便性が十分とは言え
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表 4 鹿児島大学におけるアクセスポイントの追加設置方法の比較

無線 LAN 無線 LAN 無線 LAN
集中管理型 本システム項目 ブリッジ ルータ ルータ

(学内限定ネット) (その他)
導入費用の低さ � � � × �

セキュリティ（デバイスの特定） � � × � �

利便性
IEEE 802.1X × × × � �
事前登録不要 × � � � �
自動接続 � � � � �

ない無線LANブリッジによる方法か無線LAN
ルータを用いる方法によって対応せざるを得な
かった．これまでの方法と本システムの方法の
比較（表 4）の結果，本システムの方法は，導
入費用，セキュリティ，および利便性の全評価
項目を充足することが確認された．
本研究では，IEEE 802.1X認証の実現にあた
り，全学認証基盤システムの設定変更を伴わな
い疎結合なRADIUSサーバを独立に構築した．
これにより，全学システムの直接利用に伴うセ
キュリティリスクや費用および工数の増大を回
避し，研究室や部局単位での柔軟かつ小規模な
アクセスポイントの導入を可能にした．本シス
テムの RADIUSサーバは，全学認証基盤シス
テムのADサーバに対して PC教室の PC1台と
同様の形態で接続しており，ユーザ IDおよび
パスワードの共通化を図りつつ，全学認証基盤
システムへのセキュリティ上の影響を最小限に
抑えている．
本システムの導入により鹿児島大学では，セ
キュリティと利便性を両立させた IEEE 802.1X
認証に対応したアクセスポイントを，費用をか
けずに追加設置できるようになった．今後は，
指定機器の後継機種を含め様々な IEEE 802.1X
対応機器について本システムでの動作検証を進
め，部局等の選択肢を増やすとともに，脆弱性
発覚時の迅速な代替対応について検討を進める
予定である．
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ベストエフォート型光回線における実効速度観測とその評価
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愛知教育大学は大学契約のデータセンターと 3つの附属学校地区の間の拠点間接続に NTT西日本のフレッツ
光クロス（最大 10Gbps）を利用している．データセンター側は 1本のフレッツ 光クロス回線で 3つの附属学校
地区を収容する構成となっており，データセンター側の拠点間接続ルータは 10Gbps対応，各附属学校地区側の
拠点間接続ルータは 1Gbps 対応である．ベストエフォート型回線に接続しているルータのインタフェースから
日常の通信のデータ量を観察しているだけでは，拠点間接続の実効速度（実際に流すことができるデータ量）が
十分であるかはわからない．そこで，3地区との拠点間接続の端に iperf3のサーバとクライアントを配置し，実
効速度と往復時間を一定間隔で 24時間計測する環境を構築してそれぞれ 6ヶ月以上観察した．その結果，他の
顧客利用に起因すると推測される実効速度低下が時折みられるものの曜日時間を問わず下り上りともに実効速度
は 900Mbps弱付近で，往復時間は 3地区それぞれ 4, 5, 7ms付近で推移することがわかった．以上から現時点
では 1Gbps 対応のルータでフレッツ 光クロスを利用した場合は高額な 1Gbps 帯域確保型回線の代替候補にな
り得る品質が得られることがわかった．
キーワード： ベストエフォート型回線，フレッツ 光クロス，実効速度，往復時間
Aichi University of Education uses NTT WEST FLET’S HIKARI CROSS service (with a maximum

data rate of 10 Gbps) for inter-site connectivity between its contracted data center and its three affiliated

school districts. The connections from the three affiliated school districts share a single FLET’S HIKARI

CROSS line at the data center. The inter-site router at the data center supports 10 Gbps, whereas the

inter-site routers at each affiliated school district support 1 Gbps. Simply observing the amount of daily

traffic from the interfaces of routers connected to a best-effort line is insufficient to determine whether the

effective throughput (the amount of data that can actually be transmitted) of the inter-site connections

is adequate. Therefore, we deployed iperf3 servers and clients at both ends of the connections to the

three districts, and built a measurement environment to monitor effective throughput and round-trip

time at regular intervals over 24 hours a day. Observations were conducted for more than six months.

As a result, although occasional decreases in effective throughput―presumably due to traffic from other

customers―were observed, both downstream and upstream throughput remained close to 900 Mbps

regardless of day or time, and the round-trip times remained around 4 ms, 5 ms, and 7 ms for the three

districts, respectively. These results indicate that, at present, when using FLET’S HIKARI CROSS with

1 Gbps-capable routers, the service provides a level of quality that makes it a viable alternative to more

expensive dedicated 1 Gbps guaranteed-bandwidth lines.

KeyWords: best-effort lines, FLET’S HIKARI CROSS, effective throughput, round-trip time

1 はじめに

1.1 本研究の背景
NTT東西各社のフレッツ光クロス（最大 10Gbps）
が利用可能な地域が広まっており，NTT 西日本は
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2026 年 3 月までにフレッツ 光クロスを西日本全府
県域で提供予定と発表している．このような状況下
で，大学 ICT 推進協議会 2024 年次大会では，大学
と附属学校の拠点間接続をフレッツ 光ネクスト（最
大 1Gbps）からフレッツ 光クロスに変更したことに
よる速度向上の発表が 2 件あった．横浜国立大学で
行われたもの [1, 2] と愛知教育大学で行われたもの
[3] である．前者はネットワーク機器から SNMP で
取得したトラフィックを長期にわたって観察し変更
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前にはみられなかった大きなトラフィックが出現し
たことよって，後者の我々は放課後のネットワーク
の利用者が少ない時間に iperf3 で実効速度を計測し
て実効速度が変更前より増加していることによって，
拠点間接続の速度向上を確認していた．
1.2 本研究の着想に至った経緯と本研究の目的
NTT東西各社は，フレッツ光の最大速度は技術上
の最大値でありインターネット利用時の速度は端末
機器の仕様など顧客の利用環境や回線の混雑環境に
よって低下すると説明している [4, 5]．実際，我々が
フレッツ 光ネクストを拠点間接続に利用していたと
きは最大 1Gbps というサービス説明でありながら，
200～300Mbps 程度の実効速度しか得られず，サー
ビス説明の最大速度と実効速度の間の大きな隔たり
を経験している [3]．
必要な実効速度が確保できないとタブレット端末
などを用いた授業進行に支障がある [6]．加えて，文
部科学省が日本全国の小中学校で実施している全国
学力・学習状況調査の一部の科目は CBT で実施さ
れ，文部科学省からは最低限の下りと上りの実効速
度の目安が示されていることもあり [7]，授業が行わ
れている時間帯の実効速度の状況を把握し，実効速
度が不足しているならば対策を行う必要がある．
我々はフレッツ 光クロスへの切り替え後も予算制
約により附属学校地区に設置のルータは 1Gbps対応
のものを使うことになったが，速度向上への関心とと
もに，実効速度が 1Gbpsを大幅に下回ることの有無，
有るならばその頻度に懸念があった．加えて，デー
タセンター側は 1本のフレッツ 光クロス回線で 3つ
の附属学校地区を収容する構成であることから，我々
は意図的に計画しない限りは 3 地区最大限同時通信
という状況はあり得ないと考えているが，拠点間接
続を運用する立場としては回線やルータに本構成で
可能な最大限の負荷をかけた場合の実効速度を把握
していないことについての懸念があった．これらの
懸念を払拭することが本研究の目的である．フレッ
ツ 光クロスを契約できても予算制約により 10Gbps

対応のルータを導入できず 1Gbps対応のルータを使
用する状況は他大学でもあり得ると推測されるので，
本研究の成果はそのようになった場合の参考になる．
上記の経緯と目的から，本研究における実効速度の
定義は，10Gbps ベストエフォート型回線に 1Gbps

ルータを接続して使用した際のルータの両端におい
て iperf3 により計測される単位時間当たりの通信量
の実測値とする．

1.3 過去の研究と本研究の違い
ベストエフォート型回線において，日常の通信の

トラフィックを観察するだけでは，拠点間で送受信
可能なデータ量が十分であるかどうかはわからない．
それは，トラフィックの観察結果は過去の通信の実
績でしかなく，実際に送受信可能なデータ量ではない
からである．そのため，利用予定のアプリケーショ
ンやサービス，予定されている行事などにおいて，必
要な実効速度の目安が事前に示されていても，トラ
フィックの観察結果を根拠として回線がその要求を
満たすと判断できない．
本研究では，3 つの区間の拠点間接続（データセ

ンターを中心とする 3 つの附属学校地区との間の拠
点間接続）について，実効速度と往復時間を一定間
隔で 24時間計測する環境を構築したうえで，長期に
わたって観察して回線の品質を評価することにした．
NTT東西各社のフレッツ光は，1本の光ファイバー
を複数の顧客で共有し NGN 閉域 IPv6 網を用いる
サービスである [8]．他の顧客の利用状況と NGN閉
域 IPv6網上の経路の状況によって通信品質（速度や
往復時間）が変わることが容易に推測される．その
ため，3つの区間で実効速度と往復時間を計測し，通
信状況を把握することにした．
1.4 本論文の構成
2章では大学と附属学校の拠点間接続と 2024年度
の平日の 1 日の夕方に行った実効速度の評価につい
て述べ，3章では 2025年度からの実効速度と往復時
間の 24時間計測の方法について述べる．4章では計
測で取得したデータの短期的な分析， 5 章でデータ
の長期的な分析について述べる．6 章では 3 つの附
属学校地区とデータセンターの間の通信を同時に最
大限にする負荷試験について述べ，7章でまとめる．

2 大学と附属学校の拠点間接続と 2024年
度に行った評価

大学と附属学校の拠点間接続の概要について，本
稿の議論に最低限必要な範囲で文献 [3] の内容を要
約して説明する．
2.1 拠点間接続の構成
図 1 は 3 つの附属学校地区 LAN を大学 LAN に

収容している現在の構成である*1．大学が契約して
いるデータセンターのある名古屋市栄地区（図 1 左
側）と各附属学校地区（図 1右側）の拠点間接続に，

*1 図 1 中のルータのなどのアイコンは，ネットワーク構成図
作成用アイコン (©ヤマハ株式会社 クリエイティブ・コモ
ンズ (表示 - 改変禁止 4.0 国際)) を使用している．
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図 1 愛知教育大学において附属学校 LANを大学 LANに収容する構成

2024年 2月から NTT西日本のフレッツ 光クロス，
NTT西日本のNGN閉域 IPv6網および IPsec VPN

を用いている．それ以前は，フレッツ 光ネクストを
使用していた．各附属学校地区はデータセンター経
由でインターネット利用や大学本部との通信を行っ
ている．各附属学校地区に配置されているルータは
1Gbps 対応ルータ，3 つの附属学校地区を収容して
いるデータセンター側ルータは 10Gbps 対応ルータ
である．各附属学校地区の 1Gbps対応ルータは，対
向ルータ間の IPsec VPN の相性を考慮して，デー
タセンター側 10Gbps 対応ルータとメーカーを合わ
せるため，フレッツ 光ネクストの時のレンタル品を
流用せず，新規購入した．各附属学校地区のルータ
が 1Gbps 対応にとどまっているのは，光ネクスト
から光クロスへの切り替えが 2023 年度当初から計
画されていたものではなかったため，年度末に全拠
点 10Gbps 対応ルータを購入する予算を確保できな
かったからである．
各附属学校地区のルータが 1Gbps対応にとどまっ
ても，光ネクストから光クロスへの切り替えにより，
他の顧客と共有する光ファイバーが 1Gbps 対応か
ら 10Gbps 対応になることから，速度向上が期待で
きる．データセンター側は 10Gbps 対応ルータなの
で，設計上は仮に 3 つの附属学校地区からデータセ
ンター側へ 1Gbpsのトラフィックが同時に流入して
も対応可能な構成である．
2.2 2024年度における評価と課題
2024 年 2 月に拠点間接続をフレッツ 光ネクスト
からフレッツ 光クロスに変更したが，速度向上の評
価は 2024年 5月に行った．
1.3節の冒頭で述べたことに加え，保守業者との契
約で我々にルータの管理者権限がなく，SNMPによ

るルータのインタフェースからトラフィックの取得
ができるよう設定変更できない状況にあった．そこ
で，児童生徒教職員の通信により流れているデータの
量（トラフィック）を観察する代わりに最大限流すこ
とができるデータの量を計測する手法をとることに
し，測定用パケットを強制的に流す iperf3 によって
得られる実効速度を用いて速度向上の評価を行った．
各附属学校地区によって多少の差はあるが，フ

レッツ 光クロスに変更したことによって下り平均
200Mbps台上り平均 300Mbps台（2023年 7月計測）
から下り上り平均 800Mbps 台（最大値は 900Mbps

弱）と大幅な実効速度の向上が得られた．実効速度
の計測は，名古屋市栄地区のデータセンター側で仮
想基盤上の Red Hat Enterprise Linux（仮想基盤は
10Gbps の LAN 接続だが，仮想マシンは 1Gbps の
LAN 接続）の iperf3 をサーバモードで起動してお
き，附属学校地区側で著者が持参した MacBook Pro

（1Gbpsの LAN接続）のmacOS上の iperf3クライ
アントを用いて行った．
これらの評価は平日の附属学校の放課後（おおよ

そ 15 時台から 16 時台）の一時の計測値によるも
ので，他の顧客の利用により性能が左右されるベス
トエフォート型回線であるからには長期の観測にも
とづく評価が望ましく，それは 2025 年度の課題と
なった．

3 2025年度からの実効速度と往復時間の
24時間計測

実効速度と往復時間を一定間隔で 24時間計測・蓄
積する環境を 2025 年 3 月下旬から図 2 に示すよう
に構築を開始した．
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図 2 実効速度と往復時間の計測のための iperf3のサーバとクライアントの配置

3.1 iperf3サーバと iperf3クライアント
• iperf3サーバ
名古屋市栄地区のデータセンターの仮想基盤
(10Gbps の LAN 接続) 上の Red Hat Enter-

prise Linuxの iperf3をサーバモードで 24時間
実行する．各附属学校地区に対して 1 つの仮想
マシンを構築し，iperf3 をサーバモードで実行
する．合計で 3 つの仮想マシンを構築した．１
つの仮想マシンのネットワークインタフェース
の帯域の上限は 1Gbpsである．

• iperf3クライアント
附属学校地区に配置するもので，ハードウェア
は Raspberry Pi 5（1Gbpsの LAN接続），OS

は Raspberry Pi OS（Linuxの一種）で，iperf3
クライアントモードと pingを実行する Python

プログラムを cron より定期間隔で実行する．1

回の実行で得られる実効速度の下りと上りと往
復時間は，その都度 Ambient（IOTデータ可視
化サービス）*2に送信して蓄積する．

iperf3
下り
10 秒

iperf3
上り
10 秒

ping
10 回

iperf3
下り
10 秒

iperf3
上り
10 秒

ping
10 回
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名古屋市
大幸地区

岡崎市
六供地区

岡崎市
明大寺地区

3 4 5
6 7 8

図 3 実効速度と往復時間の計測の基本サイクル

3.2 実効速度と往復時間を計測するプログラム
iperf3 クライアントのコンピュータ上で実行する

Pythonプログラムは，iperf3サーバに対して，iperf3

*2 https://ambidata.io/

クライアントモードで実効速度を下り上りの順に 10

秒ずつ計測した後，往復時間を計測する ping を 10

回行って平均値を算出し，これらの結果を Ambient

に送信する．本プログラムは iperf3，ping3，ambient

モジュールを使用する．PyPI(The Python Package

Index) にない ambient モジュールは Ambient の
ホームページの Python ライブラリーの説明*3を参
照して導入した．実効速度の計測時間 10 秒はコマ
ンドライン版 iperf3 のデフォルトに合わせたもので
ある．
3.3 実効速度と往復時間の計測の基本サイクル
実効速度と往復時間の 24時間計測は，図 3に示す

サイクルを基本として行った．各地区の計測は 3 分
毎である．各地区の計測開始を 1 分ずつずらしてお
り，各地区の計測は互いに干渉しない．3.2節の実効
速度と往復時間の計測プログラムの一定間隔の繰り
返し実行は，Linuxの cronを利用している．
iperf3 で計測している間は計測用パケットを流し

ており，180 秒間に対し下り上りそれぞれ 10 秒間
バースト的なトラフィックが流れ，仮に 500Mbps×
10 秒だったとすると 1 日あたり 300GB となる．計
測を開始したことにより附属学校からインターネッ
トが遅くなったというような苦情は寄せられていな
いことから，少なくとも授業や校務に支障をきたす
体感的な速度低下はないと判断した．
3.4 計測データの蓄積と直近データの可視化
実効速度と往復時間のデータの蓄積に Ambientを

用いた理由は，次の 3点である．

• Raspberry Pi の補助記憶装置として使用してい
る SD カードの突然故障によるデータ喪失対策

*3 https://ambidata.io/refs/python/
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名古屋市大幸地区 , 岡崎市六供地区，岡崎市明大寺地区に対応するチャネルを選択して表示地区の切替え
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②

③

⑤

③ ③

④④

⑤

図 4 名古屋市大幸地区の直近のデータを Ambientのホームページで観察している様子

である*4．
• セキュリティ上の理由から各附属学校地区の外
から各附属学校地区 のネットワークにアクセス
するのは容易ではなく，計測データの分析を効
率的に行うためには計測データを各附属学校地
区の外に蓄積する必要があった．Ambient は，
データ送信のための Python モジュールや，蓄
積したデータを期間指定して一括ダウンロード
する機能を提供している．

• Ambient のホームページにログインして当該
データのチャネルを選択するだけで直近のデー
タの時間経過のグラフ表示をみることができる．

直近のデータのグラフ表示の例として，2026 年 2

月 17日 (火)18:30に名古屋市大幸地区のチャネルを
選択した画面を図 4 に示す．横軸は 3 時 30 分頃か
ら始まっており，各グラフの縦軸のスケールは送ら
れてくるデータにより自動設定される．下りと上り
の縦軸の単位はMbps，往復時間の縦軸の単位は ms

である．

4 取得したデータの短期的な分析

1 週間単位のデータによる長期的な分析について
は後の章で議論するが，図 4 のグラフについて我々
の解釈を述べる．

1○ 下りと上りの実効速度は，学校に人がいない早
朝では 900Mbps弱あたりで安定して推移し，人
がいる時間帯（児童生徒教職員がいる時間帯）で
は下りと上りの実効速度は低下する．

2○ 往復時間も同様に，学校に人がいない時間帯で
は 4msあたりで安定して推移し，人がいる時間

*4 コンピュータの補助記憶装置に対して行われる頻繁な書き
込みが，カメラで画像を保存するなどの SD カードの用途
の想定を超えていることが，突然故障の原因とされている．

帯では増える．
3○ 人がいない時間帯は我々が設置した iperf3クラ
イアント（Raspberry Pi 5）が拠点間接続の帯
域を独占使用できるが，人がいる時間帯は拠点
間接続の帯域を校内のパソコンなどと共有する
ことになるので実効速度や往復時間が悪化する．

4○ 人がいる時間帯において，実効速度と往復時間
が常に悪化しているのではなく，時間の経過と
ともに大きく変動しており，人がいない時間帯
の値近くまで回復している瞬間もある．これは，
児童生徒教職員が昼間タイミングをずらして五
月雨式にインターネットへの通信を伴う端末操
作をしているからであろう．長時間にわたる大
容量のデータ転送はないようである．

5○ 人がいない時間帯において，実効速度と往復時
間が悪化しているのは，光ファイバーを共有し
ている他の顧客利用に起因すると推測される．

推測の域を出ないが，下りの実効速度の低下は，児
童生徒による調べ学習やコンテンツ閲覧が関係して
いる．上りの実効速度の低下は，附属学校は児童生
徒用端末に Chromebook を使用していることから，
児童生徒の回答提出などはGoogle Driveへの保存と
なることが関係しているとみられる．

5 取得したデータの長期的な分析

2026年 2月末の時点で各区間において 6ヶ月以上
観察したことになる．名古屋市栄地区と名古屋市大
幸地区の間は約 11ヶ月間，名古屋市栄地区と岡崎市
六供地区の間は約 7 ヶ月間，名古屋市栄地区と岡崎
市明大寺地区の間は約 6 ヶ月間である．長期間にわ
たり実効速度や往復時間を 1 週間毎にグラフにした
ものを観察してわかったことについて述べる．
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5.1 名古屋市大幸地区の 1週間のデータの例
長期休業中でなく月曜日から金曜日に休業日を含
まない 1 週間の例として 2026 年 2 月 1 日 (日) か
ら 2月 7日 (土)までの名古屋市大幸地区の実効速度
の下り上りと往復時間の推移のグラフのレポートを
図 5～図 12に示す．名古屋市大幸地区を選んだのは
3 地区で児童生徒数が最も多いからである．図 5 は
7 日間分まとめたもので，図 6 から日曜日から土曜
日の各日の 24時間分が続く．
この 1 週間のレポートから次のことがわかる． 4

章の短期的な分析と重複するものは省略する．

• 土日や平日の深夜早朝といった学校に人がいな
い時間帯は，実効速度の下り上りとも 900Mbps

弱，往復時間は 4ms付近で概ね安定して推移し
ている．これらの数値が図 1 のネットワーク構
成の性能限界と考えられる．

• 他の顧客の利用に起因すると推測される実効速
度の低下や往復時間の増加があるが，頻繁には
みられないことから，フレッツ 光クロスの最大
速度の 10分の 1近くである 900Mbps弱の帯域
をほぼ日常的に使うことができている．

• 平日日中で実効速度が 100Mbps付近まで下がっ
た（約 800Mbps児童生徒教職員が利用した）こ
とはあるが，バースト的なものがわずかにみら
れるだけで，帯域は不足しておらず足りている．

2月1日(日)
0時0分

2月7日(土)
23時59分

図 5 2/1(日)～2/7(土)名古屋市大幸地区の様子

2月1日(日)
0時0分

2月1日(日)
23時59分

図 6 2/1(日)名古屋市大幸地区の様子

2月2日(月)
0時0分

2月2日(月)
23時59分

図 7 2/2(月)名古屋市大幸地区の様子
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2月3日(火)
0時0分

2月3日(火)
23時59分

図 8 2/3(火)名古屋市大幸地区の様子

2月4日(水)
0時0分

2月4日(水)
23時59分

図 9 2/4(水)名古屋市大幸地区の様子

2月5日(木)
0時0分

2月5日(木)
23時59分

図 10 2/5(木)名古屋市大幸地区の様子

2月6日(金)
0時0分

2月6日(金)
23時59分

図 11 2/6(金)名古屋市大幸地区の様子
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2月7日(土)
0時0分

2月7日(土)
23時59分

図 12 2/7(土)名古屋市大幸地区の様子

5.2 岡崎市の 2地区の様子
2026 年 2 月 1 日 (日) から 2 月 7 日 (土) までの
岡崎市の 2地区の様子を図 13と図 14に示す．先述
の名古屋市大幸地区と同様であるが，人がいない時
間帯の往復時間が異なり，岡崎市六供地区は約 5ms，
岡崎市明大寺地区は約 7msであった．往復時間が増
えているのは名古屋市内より距離があるからで，同
じ岡崎市内で往復時間が異なるのは立地（六供地区
は郊外，明大寺地区は中心部）による NTT西日本の
ネットワーク構成の違いによるものと推測される．
六供地区の図 13と明大寺地区の図 14の 2月 1日

(日) と 2 月 7 日 (土) は，平日でないのに，実効速
度が低下したり，往復時間が増加している．地区に
より詳細な状況は異なるが，2 地区の 2 月 1 日 (日)

と 2月 7日 (土)の 24時間分表示の図 15～図 18 を
みると，バースト的な速度低下と往復時間の増加が
点在したり，夕方から夜にかけて速度低下している
だけで，平日とは実効速度低下や往復時間増加のパ
ターンが異なり他の顧客利用が原因だと推測される．
7日間分表示は，値の変化が時間軸方向に圧縮され

るため，各日の 24時間の値の変化がわかりにくくな
る．岡崎市の 2地区の例で見られたように，7日間分
表示で状況の分析が困難な日については，24時間分
表示を見る必要がある．このような理由から，本研
究における分析は，7日分表示と 24時間分表示を併
用している．

2月1日(日)
0時0分

2月7日(土)
23時59分

図 13 2/1(日)～2/7(土)岡崎市六供地区の様子

2月1日(日)
0時0分

2月7日(土)
23時59分

図 14 2/1(日)～2/7(土)岡崎市明大寺地区の様子

5.3 長期休業中の様子
一般には平日で学校のみが長期休業中である平日

（例えば 2025年 12月 25日（木））は，3地区とも授
業のある平日日中にみられるような実効速度の低下
や往復時間の増加のパターンはみられなかった．こ
のことは，授業のある平日日中の実効速度の低下や
往復時間の増加は，児童生徒教職員のインターネッ
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2月1日(日)
0時0分

2月1日(土)
23時59分

図 15 2/1(日)岡崎市六供地区の様子

2月7日(土)
0時0分

2月7日(土)
23時59分

図 16 2/7(土)岡崎市六供地区の様子

ト利用によるものであるという主張の裏付けになる．

6 負荷試験

3 つの附属学校地区が最大限の通信を同時に行っ
た時の各地区の実効速度を把握するために，次に述
べる負荷試験を行った．
3.3節で述べたように各附属学校地区の計測の基本

2月1日(日)
0時0分

2月1日(土)
23時59分

図 17 2/1(日)岡崎市明大寺地区の様子

2月7日(土)
0時0分

2月7日(土)
23時59分

図 18 2/7(土)岡崎市明大寺地区の様子

サイクルでは計測パケットの送出のタイミングが重
ならないようにずらしているが（図 3参照），一時的
に，3地区，2地区のタイミングを合わせて，名古屋
市栄地区の回線やルータに基本サイクルより多くの
計測トラフィックを流す負荷試験を行った．3 地区
のタイミングを合わせると図 19のように，名古屋市
大幸地区と岡崎市六供地区の 2 地区のタイミングを
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iperf3
下り
10 秒

iperf3
上り
10 秒

ping
10 回

iperf3
下り
10 秒

iperf3
上り
10 秒

ping
10 回

iperf3
下り
10 秒

iperf3
上り
10 秒

ping
10 回

毎時 1 分 毎時 2 分毎時 0 分

名古屋市
大幸地区

岡崎市
六供地区

岡崎市
明大寺地区

3 4 5
6 7 8

図 19 3地区の計測のタイミングを合わせる場合

iperf3
下り
10 秒

iperf3
上り
10 秒

ping
10 回

iperf3
下り
10 秒

iperf3
上り
10 秒

ping
10 回

iperf3
下り
10 秒

iperf3
上り
10 秒

ping
10 回

毎時 1 分 毎時 2 分毎時 0 分

名古屋市
大幸地区

岡崎市
六供地区

岡崎市
明大寺地区

3 4 5
6 7 8

図 20 2地区の計測のタイミングを合わせる場合の例

合わせると図 20 のようになる．2026 年 5 月 24 日
(日)の 1時～4時の間，3地区の計測のタイミングを
同じにした．続けて 4時～7時の間，名古屋市大幸地
区と岡崎市六供地区の 2 つの計測のタイミングを同
じにした．続けて，2地区同時の残りの組み合わせを
同様に 3時間ずつ行い，13時に計測のタイミングを
合わせる負荷試験を終了した．

3地区同時
（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

3地区同時
（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

3地区
同時

（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

2月24日(日)
0時0分

2月24日(土)
23時59分

図 21 5/24(日)名古屋市大幸地区の様子

図 21～図 23 に示す結果から，以下のような状況
がみられた．

• 3地区同時の間，3地区とも下り上りの実効速度

3地区同時
（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

3地区同時
（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

3地区同時
（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

2月24日(日)
0時0分

2月24日(土)
23時59分

図 22 5/24(日)岡崎市六供地区の様子

3地区同時
（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

3地区同時
（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

3地区
同時

（大幸と六供）
2地区同時

（六供と明大寺）
2地区同時

（明大寺と大幸）
2地区同時

2月24日(日)
0時0分

2月24日(土)
23時59分

図 23 5/24(日)岡崎市明大寺地区の様子

が低下する状態が継続している．3時間もの間，
低下する状態が継続しているので，他の顧客利
用による影響とは考えにくい．この間の 3 地区
の下りの合計の平均は約 1.9Gbps，上りの合計
の平均は約 1.7Gbpsであり，ともに 2Gbpsを下
回っている．

• 2地区同時に切り替えると，実効速度の低下から
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回復し，1時以前や 13時以降の基本サイクルと
実効速度は同じようにみえる．

5月 24日 (日)のほかにも同じ方法で負荷試験を行っ
たが結果は同様であった．
上記から，3 地区同時の間の実効速度低下の原因

は，名古屋市栄地区のフレッツ 光クロス回線ではな
く，名古屋市栄地区のルータ IX2310の暗号化能力の
限界であると推測される．図 21の上りの 1時～4時
頃が他地区に比べ大きく速度低下しているように，3

地区同時の間の実効速度の低下の割合が 3 地区均一
でないのも，拠点間接続の安定運用の観点から気に
かかるところである．

7 まとめ

3 つの拠点間接続に使用しているベストエフォー
ト型光回線の実効速度と往復時間を ipref3と pingで
一定間隔で 24時間計測する環境を構築して，6ヶ月
以上にわたって観測した．
保守業者との契約で我々にルータの管理者権限が
なく，SNMPを用いてルータのインタフェースから
トラフィックの取得ができるよう設定変更できない
状況にあったため，長期の実効速度の観測から附属学
校からのトラフィックを推測した．本研究のネット
ワーク環境以外でも，ルータの管理画面（設定画面）
にアクセスできない状況下でトラフィックを推測し
たい場合に，本研究で用いた手法は検討に値する．
今回の長期間の観測の結果から，フレッツ 光クロ
ス回線（最大 10Gbps）に 1Gbps対応のルータを接
続する使い方は，少なくとも本稿執筆時点では，他の
顧客利用が起因と推測される悪化が時折見られるも
のの，ほほ全ての時間帯において附属学校地区は実
効速度 900Mbps弱で往復時間が 10ms以内という性
能を持った拠点間接続が得られ，1Gbps 帯域確保型
回線（専用線）の代替となることがわかった．
計測のタイミングを 2 地区以上合わせる負荷試験

により，3つの附属学校地区を収容しているデータセ
ンター側のルータの暗号化能力に限界があることが
推測された．
実効速度計測のためのパケット送出時間を短くし
たり観測を一定期間休止するなど，回線を共有して
いる他の顧客に配慮しつつ，今後も観測を続けて平
常時の実効速度と往復時間の状況を把握していれば，
附属学校地区のインターネット利用に障害が発生し
た際に，保守業者や回線業者に情報提供ができ，速や
かな解決につながることが期待できる．
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2023/06/10 総務省「西日本横断サイバーセ
キュリティ・グランプリ」 講演第 1 部 (登 大
遊) ― 参加者向け配布資料その 1, pp.48–55,

https://dnobori.cyber.ipa.go.jp/ppt/

download/20230610 soumu/230610 講演 第 1

部 (登) - 配布資料その 1 - 秘密の NTT 電話局、
フレッツ光、インターネット入門.pdf (2026 年
5月 14日閲覧)．
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著者略歴

安本 太一
1986 年詫間電波工業高等専門学校電子工学科卒業．
1998 年豊橋技術科学大学工学研究科後期博士課程
電子・情報工学専攻修了．博士 (工学)．愛知教育大
学助手，准教授を経て，2019年より同教授．1995～
1997年情報処理センター兼担．2016年より ICT教
育基盤センター兼担．プログラミング言語処理系の
研究に従事．
福井 真二
2001年名古屋工業大学大学院後期博士課程電気情報
専攻修了．博士（工学）．2002 年愛知教育大学教育
学部助手，2005年同大講師，2009年同大准教授を経
て，2022年より同大教授．現在に至る．2002年より
情報処理センター（現 ICT教育基盤センター）担当
教員．

2026年 9月　VOL.29大学情報システム環境研究

28



北陸ブロック活動報告
北陸先端科学技術大学院大学/JAIST
情報社会基盤研究センター/RCACI

本郷 研太

2026/03/12 14:30-16:00 IS研総会

22002255年年度度 IISS研研北北陸陸地地区区ブブロロッックク会会議議
日時：2026年2月17日(火) 15:30-17:30

実施形態：現地(富士通KanazawaHUB)およびオンラインのハイブリッド開催
参加：金沢大、JAIST、福井大

内容：
15:30-16:00 情報提供：富士通株式会社 サービスインフラ事業本部 ニューオンプレミス事業部

「量子シミュレータ基盤のご紹介」

16:00-17:30 各大学近況報告、意見交換
金沢大(東先生)、JAIST(本郷)、福井大(大垣内先生)、各30分

2026年 9月　VOL.29大学情報システム環境研究

29



金金沢沢大大のの取取りり組組みみ((11))
学術メディア創成センター（発表者：東昭孝先生）
組織
教員9名、特任教員1名、専門業務職員2名、事務補佐員1名、技術補佐員1名、教
務補佐員1名
統合技術部：技術職員6名
情報推進課：職員6名、事務補佐員1名、派遣職員2名

役割
全学DXを総括する中核組織（2021年設置）
教育・研究・業務DXを統合的に推進

主な基盤
学術統合ネットワークKAINS、仮想化基盤、LMS、Microsoft 365等の包括ライセンス

金金沢沢大大のの取取りり組組みみ((22))
教育DX
xRスタジオ整備、VR教材の開発(工学教材、ソフトテニストレーニング、バーチャ
ルボックス)、メタバース授業(最大111名同時参加)

業務DX
旧城内キャンパス体験、建築前建物のイメージ開発

研究DX
AFM装置のMR再現、微粒子流動、細胞顕微鏡データ、結晶構造、遺跡の再現、
先導プロジェクト演習、フードロス削減アプリ(地域連携)、医療リハビリVR
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金金沢沢大大のの取取りり組組みみ((33))
DXシステム開発
DX教材データベースシステム整備、xRキャンパスシステム整備

生成AI活用
生成AI戦略
オンプレミスLLM(Llama等)
RAGによる学内情報検索
アンケート分析

AX戦略：教育・研究の再定義

今後
多角的なDX推進、社会実装の重視、AIxXRの融合、持続可能性、AXの推進

福福井井大大のの取取りり組組みみ((11))
総合情報基盤センター （発表者：大垣内多徳先生）
組織

センター長1、副センター長2、専任教員0、兼任教員7、技術職員1、事務職員4、
技術補佐員0、事務補佐員4(内派遣職員3)、欠員: 技術職員10、技術補佐員12

役割
情報処理システムの提案・推進、
ネットワーク整備の整備、情報基盤の企画運用、
情報セキュリティの確保

主な基盤
情報システム、グループウェア等、情報ネットワーク

システム更新なし
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福福井井大大のの取取りり組組みみ((22))
システム改修、運用改善

統一認証システムの改修
職種/身分の取り扱い
部局情報登録の厳格化

VPN接続にIKEv2/IPsec追加
UPKIのACME移行への準備
SMTP AuthへのOAuth2導入(中)
申請管理dbの導入
VLAN変更
学会用無線

「仮想サーバ」サービス

今後の課題/取り組み
次期システムの調達準備

サーバ（2023-2027）

ネットワーク（2023-2028）

完全クラウド化（はまだちょっと...）

「標準」ソフトウェアの入れ替え

取り組み
属人化している業務の一般化

申請手続きの省力化

人員
専任教員の交代

学部に転出、3/16次期専任教員着任

技術職員
定員１名では負担が大きすぎる

特命職員（任期付）を募集中

常勤技術職員枠の確保

北陸先端大/JAIST
発表者：本郷＠情報社会基盤研究センター
組織

技術職員1名加入、派遣職員1名加入、産休育休１名

調達
情報環境システム更新(5年リース)

超並列計算機システム(CPU)の更新(6年リース)

ソフトウェアの一部サービス見直し

今後も円安の影響が懸念事項

SC25
全体的に、コロナ禍以前よりも盛大な印象

来年度のGPU計算機の調達に関する情報収集
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組組織織概概要要
情報環境・DX統括本部(2026/2現在)
遠隔教育研究イノベーションセンター
教員3名(センター長、情報センター兼任1名)、技術職員3名、係員1名

情情報報社社会会基基盤盤研研究究セセンンタターー
センター長

運営部門：教員5名(遠隔センター兼任1名)

運用部門：教育研究U(技術専門職員4名、技術職員1名)、情報基盤U(技術専門職員2名、技
術職員2名)、セキュリティ担当(兼任2名)、事務情報担当(派遣職員2名)、総括U(技術専門職
員1名、係員1名、派遣職員1名) 技術職員1名、派遣職員1名の増加、産休育休１名

JAIST情報環境システム概略
ファイルサーバ

ユーザー端末

超高速ネットワーク

JAISTクラウドシステム

2026/2現在

並列計算機

※2025年度リプレース ※2025年度リプレース
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22002255年年度度調調達達のの概概要要
情報環境システム

2021年度導入システムの更新
リース契約期間を4年から５年に変更(Surfaceの一部を除く)
円安による価格上昇
GPU計算機を１年リース延長

超並列計算機システム
2020年度導入システムの更新
リース契約期間を5年から6年に暫定的に更新（予算平滑化）

ソフトウェア調達
一括調達で入札不調、別調達として何とか落札...
ソフトウェア価格の上昇
Microsoft：ライセンス数の見直し

JustPDF Pro(価格上昇10倍；特別予算措置)

SSCC2255概概要要
開催期間：2025/11/16-21
開催地：米国ミズーリ州セントルイス(America's Center Convention Comple)
実施形態：展示は対面のみ
特徴：

昨年同様の盛況ぶり
理研・産総研・ ・ ・高エネ研・統数研
北大・東北大・筑波大・科学大・東大・名大・京大・阪大・九大

・ ・神奈川工科大

冷却装置の展示多数：データセンターのGPU大量利用に対応
量子コンピューティングに関するハード・ソフトの展示増える

備考
参加者：教員4名/技術職員1名/学生２名
GPU計算機のリプレースに関する情報収集
ブース設置を業者に依頼せずに対応
円安が辛い...
半導体価格急増が話題になり始める...
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ままととめめ
金沢大学

XR・メタバースを活用した教育DXの推進

福井大学
認証基盤・ネットワーク運用を中心とした情報基盤の安定運用

JAIST
HPC・クラウドを中心とした研究計算基盤の整備

大学共通の課題
システム調達コストの上昇（円安・半導体価格）

技術職員など専門人材の不足

AI・GPU計算環境への対応

今後も北陸ブロックとして、情報共有と連携を通じて、大学の教育・研究活動を支える情報基盤の発
展を図る
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事 務 局 だ よ り           

 

  

22002255 年年度度 IISS 研研  活活動動報報告告  

  

１１．．総総会会（（ハハイイブブリリッッドド開開催催））  会会場場：：JJRR 川川崎崎タタワワーー  2200 階階  大大会会議議室室  MM220011    
 
 
 
 日日    時時：：  22002266 年年 33 月月 1122 日日（（木木））  1144::0000～～1166::3300  
    
  参参加加実実績績（（順順不不同同））                            

 

 

【【ププロロググララムム】】  
  
開開会会挨挨拶拶                                          会長 横浜国立大学  徐 浩源 
  
  
論論文文発発表表((11))  
「小規模個別導入が可能なIEEE 802.1X対応自律型無線LANシステムの構築」   鹿児島大学 相羽 俊生 
  
  
北北陸陸ブブロロッックク発発表表  
「北陸ブロック活動報告」                   北陸先端科学技術大学院大学 本郷 研太 
  
  
東東海海ブブロロッックク発発表表  
「東海地区における活動について」                                            三重大学 堀川 慎一  
  
  
論論文文発発表表((22))  
「ベストエフォート型光回線における実効速度観測とその評価」            愛知教育大学  安本 太一  
  
  
近近畿畿ブブロロッックク発発表表  
「近畿ブロック活動報告」                                            大阪教育大学 三島 和宏 
  
  
九九州州ブブロロッックク発発表表  
「九州ブロック活動報告」                                            鹿屋体育大学 和田 智仁 
  

  
閉閉会会挨挨拶拶                                                                                                          会計監査 三重大学 堀川 慎一 

愛知教育大学 大分大学 大阪教育大学 鹿児島大学 金沢大学 

鹿屋体育大学 北見工業大学 九州大学 東京農工大学 兵庫県立大学 

北陸先端科学技術大学院大学 長崎大学 横浜国立大学 三重大学 宮崎大学 
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HPC

 
HPC  

 
 

 
CPU/GPU/Arm  
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2.各ブロック活動
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22002255 年年度度  九九州州ブブロロッックク活活動動報報告告  
((22002255 年年 99 月月 55 日日、、66 日日  鹿鹿児児島島大大学学情情報報基基盤盤統統括括セセンンタターー44 階階会会議議室室、、TTeeaammss))  
 
参加者所属機関(敬称略・順不同)  
 
・鹿屋体育大学     (スポーツ情報センター) 
・九州大学       (情報基盤研究開発センター) 
・九州工業大学  (情報基盤センター) 
・長崎大学       (ICT 基盤センター) 
・大分大学       （学術情報拠点 情報基盤センター・医学情報センター） 
・宮崎大学       (情報基盤センター) 
・鹿児島大学  (情報基盤統括センター) 
・佐賀大学       (総合情報基盤センター) 
・福岡教育大学      (学術情報課) 
 
・富士通Ｊａｐａｎ株式会社 (教育サービス事業部) 
 
プログラム 
 
① 開会挨拶  鹿屋体育大学 

 
② 各大学からの現状報告/発表（システム運用課題や研究概要等） 

 
・九州大学     ネットワーク関連の更新、無線 LAN の順次更新、学認経由での eduroam

提供、Microsoft 365 の MFA 必須化計画、等  
・九州工業大学   DX/IR 推進室の取り組み、部局システムの統合管理、BYOD 推進、セン

ターシステム更新、IDM と M365 連携、3大学連携監査、等 
・福岡教育大学   Wi-Fi3 カ年拡充計画、事務用ノート PC 化、統合認証システム更新、

事務 DX 推進の取り組み、受講率 100%の情報セキュリティ教育、等 
・佐賀大学     情報基盤センターの体制変動、LMS の Moodle への統合、予算増に伴う

学術情報基盤システムの更新延期、コンビニでの証明書発行、等 
・熊本大学     センターの組織改編と人員減、QR コード利用の出席管理システム、

MDASH に対応した情報基礎教育の再編、受講率目標達成の課題、等 
・長崎大学     新キャンパスの回線事情、歴史的計算機資料の保存問題、必携 PC での

ARM 版 CPU 許容、M365 表示名の英語表記対応、等 
・大分大学     人事システムと連携したアカウント管理の自動化、研究データ用スト

レージ導入、停電時の BCP 対策、Zoom から Teams への移行完了、等 
・宮崎大学     情報システム基盤を更新、リース統合で仮想基盤を Hyper-V へ移行、

事務 PC はノート化、プリンタ廃止。クラウドストレージ導入、等 
・鹿児島大学    組織改編に伴う人員変動、教室 PC の半減と Windows 11 化、研究用ソ

フトウェアの見直し、研究データ管理（RDM）用の拡張ストレージ、等 
・鹿屋体育大学   予算削減の中、センターシステム更新や事務局 PC のノート化を推進。

火災による 9時間の回線障害を受け緊急連絡体制を見直し、等 
 
  

情報提供・情報交換会 
 

  ・富士通からの情報提供 
 「富士通が考える教育・⼤学 DX の取組み」 
 
・2026 年度の開催日時について 
    2026 年 9 月 4 日（金）、9月 5 日（土）で開催予定  

     

  以 上 

2026年 9月　VOL.29大学情報システム環境研究

51



『『総総会会開開催催』』及及びび『『論論文文募募集集』』ににつついいてて  
 
 

   IS 研では，各地域ブロックでの研究活動の他に，これら活動内容についての情報交換や 

会員相互の啓発と親睦を図る為に，年 1回の総会を開催しております． 

   本総会では，日頃の研究成果の講演発表や大学における情報システムの利活用に関する 

諸問題についての討議を行うなど，会員にとって大変有意義なものであると考えております． 

   一方，大学における情報システム環境を科学的な見地から研究し，学問としての社会的 

な評価を確立すべく，上記地域ブロック活動や総会で発表された論文を論文誌として発行 

することも本研究会の大事な事業の一つであります．  

   つきましては，2026 年度の総会と論文募集について下記の通りご案内させていただきます. 

会員の皆様におかれましては奮ってご投稿賜りますようお願い申し上げます． 

   今年度は,大学における情報システムの利活用全般, 特にシステム導入事例等,会員の共通

の利益に資する内容で募集いたします． 

情報センター部門以外の方も投稿できますので，ぜひご投稿をお願いいたします． 

尚，ご投稿論文の論文誌掲載につきましては，事前に地域ブロック活動又は総会で発表する 

ことを前提としておりますので，これらのスケジュールを念頭において執筆いただきますよ 

うお願い申し上げます． 

 

記 

 

１． 総会日時 ：2027 年 3月上旬（午後）  

 

 ２．場所   ：オンラインまたはハイブリッドで開催 

 

３．講演／論文テーマ ：以下のような情報システムの利活用に関し,特にシステム導入事例等, 

会員の共通の便益に資する内容で募集  

１) 情報システムの導入・構築，管理・運営に関する内容 

２) 情報システムの利活用に関する内容（活用事例等） 

３) 情報システムに携わる人材の育成や利用者の教育に関する内容 

４) 情報システムを管理運営する組織や人材，利用規定やポリシーなどに関する内容 

５) 情報システムの評価や将来計画に関する内容 

６) その他，大学の情報システムに関する内容で，会員間で情報共有すると有益なもの 

 

 ４．論文応募要領 ：10 月ご案内予定 

           募集案内に添付された申込書にて事務局宛ご応募願います． 

 

 ５．執筆要領 ：『大学情報システム環境研究』執筆要領 ご参照． 

 

 ６．論文誌発行スケジュール（予定） 

１) 論文募集 ・・・・・・・・・・・・・・・ 2026 年 10 月 

２) 論文(発表･論文誌投稿)応募締切・・・・・ 2027 年 1月 30 日 

３) 論文及び発表原稿締切 ・・・・・・・・・ 2027 年 2月 20 日 

４) 査読・修正期間 ・・・・・・・・・・・・・・・  3 月～6月 

５) 論文誌発行 ・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 月 

 

 ７．その他 : 

本研究会の論文誌は国立国会図書館および科学技術振興機構(JST)に寄贈され，記載論文は 

両機関のデータベースに収録，公知の技術情報となります．JST 収録については，論文抄録 

(要約)の原文無料記載を許諾しており，また，論文および発表予稿は論文誌掲載後，本研究 

会ホームページ上で公開される予定になっています．予めご承知おき願います． 

以 上 

2026年 9月　VOL.29大学情報システム環境研究

52



論論文文誌誌「「大大学学情情報報シシスステテムム環環境境研研究究」」ににつついいてて  
  

編編  集集  委委  員員  会会  規規  則則  
 
１． 国公立大学情報システム研究会（以後，IS 研という）は，論文誌「大学情報システム環境研究」を円滑

に発行するための論文誌編集委員会（以後，委員会という）を置く． 
 
２． 委員会は，IS 研によって発行する論文誌に投稿された論文，報告，解説等について一定の査 読者を決

定すると共に，それらに対する査読者の所見にしたがって論文誌掲載の可否を審議決定する． 
1) 委員会は，IS研総会までに投稿された論文等で，掲載して価値のあるものについては，その年度内

に発行する論文誌に掲載できるよう努めなければならない． 
2) 委員会は，その他論文誌発行に関する必要事項を審議決定することができる． 

 
３．委員会は，会長，各地域ブロックの世話人と事務局員で構成する． 
 
４．委員会に委員長を置く． 

1) 委員長は委員の互選によって決定する． 
2) 委員長の任期は１年とし，再任を妨げない． 
3) 委員長は委員会を招集し，その議長となる． 

 
５．各年度の第１回委員会は，IS研総会の前に開催されなければならない． 
  第２回以降の委員会は，電子メールによる持ち回り会議に換えることができる． 
 
６．委員会は，必要に応じて委員以外の者の意見を聴取することができる． 

以 上 
 

発発  行行  要要  領領  
 
１．論文誌の発行は，年１巻を原則とする． 
 
２．原稿の受付は，年度始めから総会開催の１ヵ月前迄を原則とする． 
 
３． 投稿の受付は，教育・研究機関，または賛助会員に限定するものとする． 
 
４．投稿する原稿は，IS研総会または地域ブロック研究会において発表しなければならない． 
  投稿された原稿は，論文または解説，報告，その他（総説・展望・技術紹介 etc.）として取り扱う 
ものとする． 

 
５．投稿された原稿の査読は，論文誌編集委員会で行うことを原則とする．ただし，原稿の専門分野に 
よっては，委員以外の者に依頼することができる． 

 
６．投稿する原稿の執筆要領については，別途定める． 
 
７．論文誌の印刷および配布については，IS研事務局に一任する． 

以 上 
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査査  読読  要要  領領  
 
１．「論文」の査読について 
 
１） 査読者は以下の項目を調査し，論文として適当であるか否かを査読し，加筆・修正した査読用原稿ととも

に，２週間以内に編集委員長に報告するものとする． 
 

２） 査読者は２名以上とする． 
 

３） 調査項目 
(1) オリジナルな研究の報告であるか ・・・ 「原著論文」として評価する． 
(2) 初めての試み・実験の結果報告等 ・・・ 「実践論文」として評価する． 
(3) 文章表現などに不適切な表現がないか． 
(4) 追試し，再現性をテスト出来るだけの情報（引用文献リストなど）が記載されているか． 
(5) 出来るだけ簡潔・明瞭に書いてあるか． 
 

 
２．「解説」「報告」「その他（総説・展望・技術紹介 etc.）」の査読について 
 
１） 査読者は以下の項目を調査し，解説，報告，その他（総説・展望・技術紹介 etc.）として適当であるか 

否かを査読し，加筆・修正した査読用原稿とともに，２週間以内に編集委員長に報告するものとする． 
 

２） 査読者は１名以上とする． 
 

３） 調査項目 
(1) 広範囲の人々の関心を引き起こしそうな話題，考え方，アイデア，実験結果等 
   を含む解説，報告，その他（総説・展望・技術紹介 etc.）であるか． 
(2) 文章表現などに不適切な表現がないか． 
(3) 読者を納得させることが出来るだけの情報（引用文献リストなど）が記載されているか． 
(4) 出来るだけ簡潔・明瞭に書いてあるか． 

  
３．IS研における著作権の帰属について 
 
１） 著作権は基本的に著者に帰属するものとする． 

 
２） IS研総会運営，IS研論文誌発行に必要な範囲で執筆者に利用許諾を受ける形式とする． 

 
以 上 
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論論文文誌誌「「大大学学情情報報シシスステテムム環環境境研研究究」」執執筆筆要要領領  

Guideline to Prepare the Paper  
for “Academic Information Processing Environment Research"  

○山 太郎＊，△川 花子† 

Taro MARUYAMA* and Hanako SANKAKUGAWA† 

 

□□大学＊  

□□ University* 

 

富士通株式会社† 

FUJITSU LIMITED† 
論文誌「大学情報システム環境研究」掲載論文に関して,日本語タイトル,英文タイトル,日本
語執筆者名,英文執筆者名,日本語所属,英文所属,電子メールアドレス,日本語アブストラクト,
日本語キーワード,英文アブストラクト,英文キーワード,本文の形式,フォントの種類,大きさ,
図・表に関する指示,参考文献の書き方,著者略歴,写真の位置,印刷時の体裁を定める.執筆者
はできるだけここの指定に従うことを期待されている. 
キキーーワワーードド：大学情報システム環境研究，執筆要領，印刷見本 
The author can find the details about how to prepare a camera-ready paper for 
“Academic Information Processing Environment Research" from the view point of 
position, font, and size of title, author name(s), affiliation, abstract, keywords, figure, 
table, references, and so on in Japanese and English respectively. The author is strongly 
expected to follow the guideline to prepare a camera-ready paper for “Academic 
Information Processing Environment Research". 
KKeeyywwoorrddss : Guideline for “Academic Information Processing Environment Research”, 
camera-ready paper 

 
 
                  

*情報基盤センター 

〒000-0001 □□県□□市□□1-1-1 

Information Technology Center 
〒000-0001 1-1-1, □□, □□-shi, □□, JAPAN 
E-mail : ○○@□□.ac.jp 

†大学ビジネス推進部 

〒105-7123 東京都港区東新橋 1-5-2 

Higher Education Business Promotion 
Dept. 
〒105-7123 1-5-2, higashi-shinbashi, 
Minato-ku Tokyo, JAPAN 
E-mail : △△@jp.fujitsu.com 
 
 

 
1. ははじじめめにに 
論文誌「大学情報システム環境研究」は国

公立大学情報システム研究会(IS 研究会) が

年 1回発行する論文集である．大学における

情報システムの管理・運営や利活用などに関

する内容を報告することで会員相互の情報共

有を円滑に行うことを目的としている．また

このような日頃の活動に関する報告がなかな

か権威ある学術論文誌に論文として採録され

にくい現状を踏まえ，業績として認められる

ように，学会と同レベルの査読を行っている．

本誌に投稿するには，事前に各地区ブロック

の研究会で発表するか，年に 1 回の総会で発

表することが要請されている．改めて関係者

の貢献を歓迎したい．ここではこの論文誌に
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論文，報告などを投稿する際にまもるべきス

タイルについて解説する． 

22.. 基基本本方方針針  

⚫ 記述言語は日本語または英語とすること． 

⚫ 最終原稿は PDF ファイルとすること．そ

の際，フォントを埋め込んであることが 

望ましい． 

⚫ 原稿は A4 ポートレイト(縦長，詳細は後

述) とし，特に枚数に制限を設けないが，

通常の学会論文誌に準じて 8ページ程度

が望ましい．記述が冗長にならないよう

に十分に注意すること． 

⚫ 論文については原著論文，実践論文の 2

種類があり，特に「オリジナルな研究，

世界で初めての実験・試行の結果につい

て述べたもの」は原著論文とし，先進的

な試みについて述べたもの等は実践論文

として取り扱う． 

⚫ 論文(原著，実践) の他に，解説，報告，

その他(総説・展望，技術紹介など) とい

う分類を設ける． 

⚫ 分類については，著者が申告するものと

するが，論文誌編集委員会において分類

の変更が必要と判断した場合には著者の

了解のもとに分類の変更を行う． 

⚫ 編集委員会において，発表内容にコメン

トがついた場合は修正を求める．その際

の締切は原則として修正依頼の連絡後二

週間以内とする．ただし最終原稿の締切

については，状況に応じて論文誌編集委

員会が指定するものとする． 

⚫ 原則として論文は 2名以上の査読委員が，

その他の原稿は 1名以上の査読委員が査

読を行う．査読委員は論文誌編集委員会

が推薦して，事務局から査読を依頼する． 

 

3. 原原稿稿のの内内容容とと体体裁裁 
  

33..11  印印刷刷時時のの体体裁裁  

1. 原稿はA4ポートレイト(縦長) とする． 

2. 上余白は 20mm，下余白は 15mm 程度と

する． 

3. 左余白，右余白は，25mm 程度，段落の

間は 10mm 程度とする． 

4. 本文は読みやすい文字間隔・行間隔を

とること． 

5. 本文のフォントは後述するように

10.5 ポイントとするが，10.5 ポイン

トが難しい場合は 11 ポイントでも良

い． 

6. 1 ページは 41行×20字× 2段組とす

る． 

 
33..22  見見出出ししななどど  

表題から電子メールアドレスまでの記載順

位は以下の順とし，これらについては一段組

で中央揃えとする．文字フォントも下記に指

定されたもの，またはそれにできるだけ近い

ものを採用すること． 

1. 日本語タイトル 

ゴシック体，14 ポイントとし，太字で

強調すること． 

2. 英文タイトル 

Century，14 ポイントとする． 

3. 日本語執筆者名 

明朝体，12 ポイントとし，次のような

点に注意すること． 

⚫ 名字と名前の間は全角のスペース 1

個を挿入する． 

⚫ 複数の執筆者がいる場合には，名前

はカンマで区切ること． 

⚫ 所属毎に，マークで識別して，所属

部局，住所，電子メールアドレス等

の補足情報は脚注に記述する．ここ

での脚注マークには数字以外のマ

ーク(*、†、‡、等) を使用するこ

と． 

なお，電子メールアドレスの記載は

任意である． 

4. 英文執筆者名 

2026年 9月　VOL.29大学情報システム環境研究

56



 

 

Century，12ポイントとし，次のような

点に注意すること． 

⚫ 名前と名字の間は半角のスペース 1

個を挿入し，名字は全て大文字で記

載する． 

⚫ 執筆者が 2名の場合は andでつなぐ．

著者が 3名以上の場合には，最後の

人はカンマと andでつなぐ． 

⚫ 所属毎に，日本語名と同じマークで

相互の関係を明示し，日本語の補足

情報と同様に英文の補足情報を脚

注に日本語の情報に続けて記述す

る． 

5. 日本語所属 

明朝体，10.5ポイントとする．組織の

代表名のみ記述する． 

6. 英文所属 

Century，10.5ポイントとする．組織の

代表名のみ記述する． 

 
33..33  アアブブスストトララククトトととキキーーワワーードド  

第 3.2節で示した項目に続けて，アブスト

ラクトとキーワードを次の要領で記述する．

これらは左詰め，両端揃えで，一段組とする． 

1. 日本語アブストラクト 

明朝体，10.5ポイントとする．見出し

(概要，アブストラクトなどという言

葉) をつけずに本文のみを記載し，出

来れば行間を少し詰め，本文との区別

を分かりやすくすること．また 1 行の

幅を本文の行幅よりも少し短くし，区

別がつくようにしても良い． 

2. 日本語キーワード 

明朝体，10.5ポイントとする．例は本

稿を参考にされたい． 

3. 英文アブストラクト 

Century，10.5ポイントとする．日本語

アブストラクトと同様の配慮を行う．

例は本稿を参考にされたい． 

4. 英文キーワード 

Century，10.5ポイントとする．例は本

稿を参考にされたい． 

 
33..44  本本文文  

本文は二段組とし，著作の種別によらず，

同一の形式とする．本文は明朝体，10.5ポイ

ントとする．次のような点に注意すること． 

1. 英語の略語には括弧書きで(フルスペ

ル)をそえること． 

2. 句読点は“，”と“．”(カンマとピリオ

ド)とし，“、” と“。”ではないので注

意されたい． 

3. 項番の付与方法は次の例に従うこと．

見出しはゴシックとすること． 

1. セクション 

1.1 サブセクション 

また，「1. セクション」のようなセク

ションの見出しは本文よりやや大きめ

の 13ポイントとする．また「2.1 サブ

セクション」のようなサブセクション

の見出しは本文とセクションの見出し

の中間の大きさの 12ポイントとする． 

4. 図・表については次の通りとする． 

⚫ 原則として本文中に取り込むこと． 

⚫ 段組の制約を受けないが，二段にま

たがる場合には上か下にまとめる

こと． 

⚫ 図には図の下に，表には表の上に名

称を記載するものとし，名称の表現

については次の通りとする． 

図・表種別，図・表番号，スペース

1 個，図・表の名称 

＜例＞ 

図 1  システム構成図 

5. 参考文献は文末(著者略歴の前) に「参

考文献」という見出し(ゴシック左詰

め) に続けて，両括弧付の通し番号，

著者名，論文タイトル，書名または論

文誌名，巻号，ページ数，発行年とい

う順番で記載し，参考文献は引用場所
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1),2) というように記載することとする．

URL による引用は，時間の経過につれ

て実体を参照できなくなる可能性があ

るので，できるだけ避けて欲しいが，

やむを得ない場合には例のように記述

する 3)．参考文献は引用順に記載する

こと． 

6. 著者略歴は参考文献の後に「著者略歴」

という見出し(ゴシック左詰め) に続

けて，著者の写真(第一著者のみ，白黒

が望ましい，40mm×30mm)，名前(ゴシ

ック)，略歴(全員) を写真の右側から

書き始め，二段組で記載する．略歴は，

原則的に改行なしで一人分を10行程度

以内にまとめる． 

 
謝謝辞辞 
本研究の実施に際しては○×大学の□△教授

に有益なご指導を頂きました．ここに記して

感謝の意を表します． 
 
参参考考文文献献 
(1) ○山太郎，△川花子，□谷吉男：“大学情

報システム環境研究 Vol18”，pp.13 - 

18(xxxx) 

(2) 国公立大学情報システム研究会

http://www.is-ken.gr.jp/ 

(xxxx 年 x 月 x 日 原稿受付) 

(xxxx 年 x 月 x 日 採録決定) 

 
著著者者略略歴歴 

○○山山太太郎郎 xxxx 年情報環

境大学卒業，xxxx年同大

学院○○研究科博士後期

課程修了，同年 4 月同大

学○○学部助手，xxxx 年

同大学情報処理教育セン

ター准教授，xxxx 年同大学教授，xxxx 年 4 

月から xxxx 年 4月まで情報基盤センター長，

工学博士． 

△△川川  花花子子 xxxx 年 3月□□大学卒，同年 4月

富士通株式会社入社，SE 部門に配属，以来関

東地区の大学研究所関係のシステム構築・運

用支援・PKG開発などに従事，xxxx 年 4月か

ら現職． 
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国国公公立立大大学学情情報報シシスステテムム研研究究会会   

会会      則則  
 
 

第１条 （名称） 

本研究会は，「国公立大学情報システム研究会」（略称  IS 研）と称する． 
（以下，本会と称す） 
 

第２条 （目的） 

本会は，大学における情報・通信処理の基盤となる情報システムの構成・構築法，運用

管理等に関連する事項，情報・通信処理機能および情報サービスについて科学的な見地

から研究し，学問としての社会的な評価を確立する事を目指すとともに会員相互の啓発

と親睦を図ることを目的とする． 
 

第３条 （事業） 

本会は，第２条に定める目的を達成するため次の事業を行う． 
１．情報システム及び情報サービス機能に関する開発・研究活動,および大学における 

情報システムの利活用に関する調査・研究活動． 

２．会員相互の情報交換，研究発表会の開催及び論文誌「大学情報システム環境研究」 
の発行． 

３．今後の情報産業の発展に資する事業． 
４．その他，本会の目的を達成するために必要な事業． 
 

第４条 （会員） 

本会は，次の各号に掲げる会員をもって組織する． 
１．正会員  本会の目的に賛同して入会を希望する，情報システムの構築・運用に携  
       わる大学の機関及び大学等の教職員． 
２．賛助会員 本会の目的に賛同し，事業を賛助する団体． 
       会員の入退会については，世話人会の判断において許可する．  
 

第５条 （世話人） 

本会の活動を円滑に推進するため，地域毎に世話人をおく． 
１．世話人は，地域ブロック内の正会員による互選によって決定する．  
２．任期は２年とし，再任は妨げない．  
３．任期内において世話人に異動ある場合は，その任期は前任者の残任期間とする．  
 
 

第６条 （地域ブロック活動）  

本会は地理的に近接した正会員によって構成する，地域ブロックを単位とし，日常の研

究活動を行う． 
地域ブロックは，北海道，東北・関東，東海，北陸，近畿，中国・四国，九州の 7 地域

とする． 
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第７条 （世話人会）  
本会には世話人会をおき，地域ブロック活動に基づく全体的な活動を円滑に推進するた

めに必要な事項を審議決定する．世話人会は，会長，各地域ブロックの世話人並びに賛

助会員で構成し，議長が招集する． 

１．議長の互選． 

２．地域ブロックの追加・変更に関する事項． 

３．総会の企画と推進． 

４．その他，全国に共通した，会の運営・会務の執行に関する事項． 

 

第８条 （会長）  
本会に，会長をおく． 
１．会長は，世話人会の推薦をもって充てる． 
２．任期は２年とし，再任は妨げない． 
 

第９条 （総会）  
総会は，本会の活動方針等，本会の活動に必要な事項を審議決定する．  
１．総会は，世話人会の招集によって年１回開催する． 
２．次の事項は総会に提出して，その承認を受けなければならない．  
  (1) 会則の改訂 
  (2) その他，世話人会において必要と認めた事項 
 

第１０条 （事務局）  
本会の事務は，事務局において処理し，会務全般の事務を取り扱う．  
１．本会の事務局は会員の所属する機関におく． 
２．各地域内に地域ブロック事務局をおき，ブロック活動に関する事項を取り扱う．  
 

第１１条 （会計） 

１．本会の経費は次の各号により支弁する． 
  (1) 賛助会員からの賛助金 
  (2) その他の収入 
２．本会の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日に終わる．  
 

第１２条 （その他）  
本会の活動にあたっては，その詳細につき別に定めるものとし，必要に応じて会員相互

の負担により実施する． 
 

附則 

 この会則は，平成５年３月２４日から施行する． 
 

附則 

 この会則は，平成９年３月３１日から施行する． 
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附則 

  この会則は，平成１３年１２月６日から施行する． 

 

附則 
 この会則は，平成１４年１２月４日から施行する． 
 

附則 
 この会則は，平成１６年１２月２日から施行する． 
第７条 （地域ブロック活動）  
本会は地理的に近接した正会員によって構成する，地域ブロックを単位とし，日常の

研究活動を行う． 
地域ブロックは，北海道，東北・関東，東海，北陸，近畿，中国・四国，九州の 7 地

域とする． 
 

附則 

 この会則は，平成２４年４月１日から施行する． 
第１条   （名称） 

   「国公立大学センター情報システム研究会」を「国公立大学情報システム研究会」に

変更． 
第２条  （目的） 

  大学センターを大学に変更． 
 第３条 （事業）  

１項． 情報システム及び情報サービス機能に関する開発・研究活動,および大学にお

ける情報システムの利活用に関する調査・研究活動．に変更. 

 

附則 

 この会則は，平成２６年３月７日から施行する． 
第８条 （世話人会）   
本会には世話人会をおき，地域ブロック活動に基づく全体的な活動を円滑に推進する

ために必要な事項を審議決定する．世話人会は，会長，各地域ブロックの世話人並び

に賛助会員で構成し，議長が招集する． 
１．議長の互選． 
２．地域ブロックの追加・変更に関する事項． 
３．総会の企画と推進． 
４．その他，全国に共通した，会の運営・会務の執行に関する事項． 

 

附則 

 この会則は，平成２６年３月７日から施行する． 
第９条 （会長）  

本会に，会長をおく． 
１．会長は，世話人会の推薦をもって充てる． 
２．任期は２年とし，再任は妨げない．  
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附則 

 この会則は，平成２1 年１２月３日から施行する． 
 （世話人の宿泊費、旅費、等）  
世話人が IS 研の運営上必要に応じて行う世話人会，編集委員会，総会，等の活動に
て発生する諸経費（交通費，宿泊費，等）については，世話人の所属する各機関の規

定上の取扱いを十分確認の上，特に問題なき場合に限り，IS 研賛助会員企業による負
担が可能とする．但し，負担できるのは，各世話人から事務局へ予めの要請があった

場合によるものとする． 
 

附則 

 この会則は，平成２1 年１２月３日から施行する． 
（総会，地域ブロック活動における懇親会費用について）  

総会，及び各地域ブロック活動における懇親会（交流会等）の費用は，基本的に会費

制，または，総会，当該ブロック活動の参加費用から充てるものとする．但し，IS

研賛助会員企業からも可能な範囲で補填する場合もあり得るものとする． 

 

附則 

 この会則は，令和３年４月１日から施行する． 
第５条（論文誌代金）を削除 
正会員は，本会より配布される論文誌代金として年額 5,000 円を納入するものとする． 
ただし，本会の収入規模上，消費税納入を免除されている間は，消費税を請求・徴収

しないものとする． 
第１２条 （会計） 

   (1) 論文誌代金を削除  

１．本会の経費は次の各号により支弁する． 

   (1) 論文誌代金 

   (2) 賛助会員からの賛助金 

   (3) その他の収入 

２．本会の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日に終わる． 

 

 

 

 

以 上 
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編集後記/Editor’s Note 
 
 
国公立大学情報システム研究会（IS研）の論文誌「大学情報システム環境研究」第 29号を 

お届けします。本号の発行にあたり、ご寄稿いただいた著者の皆様、査読・校正にご尽力いただ
いた編集委員・査読委員の皆様、ならびに研究会事務局の皆様に、心より御礼申し上げます。 
本号には、2026年 3月 12日に開催された「第 34回国公立大学情報システム研究会総会」で

の発表に基づき、実践論文 2編と地域ブロック活動報告を収録しました。実践論文では、鹿児島
大学による、小規模かつ柔軟な導入を可能とする IEEE 802.1X対応自律型無線 LANシステムの
構築が報告され、全学認証基盤との疎結合化による運用負担の軽減とセキュリティ確保を両立す
る実践的な取り組みが紹介されています。また、愛知教育大学からは、ベストエフォート型光回
線を用いた拠点間接続について、長期間にわたる実効速度と通信品質の計測・評価結果が報告さ
れ、コストと性能の両立に向けた有用な知見が示されました。いずれの論文も、大学情報基盤の
運用現場における課題を実践的な工夫によって解決した事例であり、多くの大学にとって参考と
なる内容です。 
総会は昨年度に引き続きハイブリッド形式で開催され、論文発表に加え、各地域ブロックから
情報基盤整備や運営に関する活動報告が行われました。オンライン参加の利便性と対面での活発
な意見交換を両立する開催形態は、全国の大学間で知見を共有する場として定着していることを
改めて実感しました。 
近年、大学の情報システムを取り巻く環境は、生成 AIの活用拡大、サイバーセキュリティ対

策の高度化、クラウドサービスの普及などにより、大きく変化しています。本号に掲載された実
践事例や各地域で培われた知見が、会員の皆様の情報基盤整備や運用改善の一助となれば幸いで
す。最後に、今後も会員の皆様からの積極的なご投稿と、本研究会へのご参加をお願い申し上げ
ます。 
 

編集委員長             
北陸先端科学技術大学院大学 本郷 研太 
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（順不同）

電話番号

帯広畜産大学 情報処理センター 〒080-8555 帯広市稲田町西2線11番地 0155-49-5701

釧路公立大学　 事務局総務課総務担当 〒085-8585 釧路市芦野4-1-1 　　　　　　 0154-37-3211

北見工業大学 情報処理センター 〒090-8507 北海道北見市公園町165番地 0157-26-9587

室蘭工業大学　 情報教育センター 〒050-8585 室蘭市水元町27-1　　　　　　 0143-46-5900

山形大学　　　 情報ネットワークセンター 〒990-8560 山形市小白川町1-4-12　　　　 023-628-4209

会津大学　　　 情報センター　　　　　　 〒965-8580 会津若松市一箕町鶴賀上居合90 0242-37-2524

一橋大学　　　 情報基盤センター　　　　 〒186-8601 国立市中2-1             　　 042-580-8440

横浜国立大学　　　 国際戦略推進機構　　　　 〒240-8501 横浜市保土ヶ谷区常盤台79-1             　　045-339-4392

金沢大学　　　 学術メディア創成センター　　 〒920-1192 金沢市角間町        　　　　 076-234-6911

北陸先端科学技術大学院大学 情報社会基盤研究センター 〒923-1292 能美市旭台1-1　　　　　 0761-51-1300

福井大学　　　 総合情報基盤センター　　　　 〒910-8507 福井市文京3-9-1 　　　　　　 0776-27-8074

名古屋大学　　 情報基盤センター 〒464-8601 名古屋市千種区不老町　　　　 052-789-4346

愛知教育大学　 ICT教育基盤センター　　　　 〒448-8542 刈谷市井ケ谷町広沢1　　　 0566-26-2199

愛知県立大学 学術情報部図書情報課 〒480-1198 長久手市茨ケ廻間1522-3 0561-64-1111

岐阜大学　　　 情報連携統括本部　　 〒501-1193 岐阜市柳戸1-1 　　　    　　 058-293-2040

三重大学　　　 総合情報処理センター　　　　 〒514-8507 津市栗真町屋町1577　　　　　　 059-231-9725

大阪教育大学　 情報基盤センター　　　　 〒582-8582 柏原市旭ケ丘4-698-1 　　　　 072-978-3824

大阪公立大学 情報基盤センター　　　 〒599-8531 大阪府堺市中区学園町1-1 072-254-9154

兵庫県立大学 姫路工学キャンパス学術情報課 〒671-2280 姫路市書写2167  　    　　 079-267-6906

島根大学 学術情報機構　総合情報処理センター 〒690-8504 松江市西川津町1060 0852-32-6091

徳島大学　　　 情報センター 〒770-8506 徳島市南常三島町2-1  　　 088-656-7555

香川大学 総合情報センター 〒760-8523 高松市幸町2−１ 087-832-1292

九州大学 情報基盤研究開発センター 〒819-0395 福岡市西区元岡744 092-802-2613

九州工業大学 情報基盤センター　 〒820-8502 飯塚市川津680-4 0948-29-7555

長崎大学　　　 ICT基盤センター　 〒852-8521 長崎市文教町1-14    　　　　 095-819-2222

熊本大学　　　 半導体・デジタル研究教育機構附属情報統括センター 〒860-8555 熊本市中央区黒髪2-39-1        　　096-342-2111

大分大学　　　 学術情報拠点情報基盤センター 〒870-1192 大分市旦野原700         　　 097-554-7985

宮崎大学　　　 情報基盤センター　　　　 〒889-2192 宮崎市学園木花台西1-1   　　 0985-58-7816

鹿児島大学  　 情報基盤統括センター 〒890-0065 鹿児島市郡元1-21-35   　　　 099-285-7474

鹿屋体育大学　 スポーツ情報センター 〒891-2393 鹿屋市白水町1         　　　 0994-46-4917

※ 機関名は，「＊＊大学法人」を省略しております．(2026年9月時点)

※ 住所、電話番号に修正、変更等ございましたら事務局(fj-isken-bureau@dl.jp.fujitsu.com)までご連絡ください．

会会  員員  所所  属属  機機  関関  一一  覧覧

機　　　関　　　名 所　　　在　　　地
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国公立大学情報システム研究会 事務局 
 

〒212-0014 神奈川県川崎市幸区大宮町１－５ 

           （JR川崎タワー） 

 

E-mail ： fj-isken-bureau@dl.jp.fujitsu.com 

URL  ： https://csis.ufinity.jp/isken/ 

 

※ 無断転載厳禁          

本書に含まれる論文・記事の無断転載を禁じます．複写などをご希望                                 

の方は，上記事務局，または直接著作者にお問い合わせください．                                 
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